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水産研究所ニュース

平成 10 年 11 月

水産庁漁業調査船 ｢照洋丸｣ は平成10年5月12日に竣工した｡ 総トン数2,118トン, 全長87.6mの
船体は船長以下37名の船員と最大12名の調査員等を乗せ, 外洋域の水産生物資源や海洋環境の調
査・研究に従事する｡ まぐろ資源や外洋いか資源が研究対象となるため, 遠洋水研の主力調査船
としての活躍が期待されている｡ (文：海洋・南大洋部 渡邊朝生)
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平成10年10月１日付で水産庁研究所の組織改正がおこ

なわれ, 遠洋水研は新設研究部を含む４研究部並びに総

務部, 企画連絡室の１室５部体制となった｡ 研究単位は

12研究室 (２室減), ２研究官 (新設) の計14単位, 定

員は研究職48名, 行政職19名, 海事職25名の計92名 (研

究職３名減) である* ｡

昭和63年４月に行われた当所の組織改正については,

本誌68号で林所長が紹介している｡ この改正時の約束に

もとづいて水産庁は平成５年秋に所要の見直し結果を報

告したが, 総務庁からは特段の指示等はなかった｡ その

後, 我が国が８年に国連海洋法条約を批准し, ９年１月

から魚種別の漁獲可能量 (ＴＡＣ) 制度を導入すること

となり, これらへの対応および漁業を取り巻く諸問題へ

の対応の必要性から, ９年10月１日付で水産庁行政組織

の抜本的な改正がおこなわれた｡ このことと連結して今

回水産庁研究所全体の組織改正をおこない, (１) ＴＡ

Ｃ制度の導入等我が国の水産業をめぐる情勢の変化に的

確に対応し, 将来にわたる水産業の発展, 水産物の安定

供給の確保を図るための基本となる新たな試験研究体制

を確立すること, および (２) ＴＡＣ設定の基礎となる

生物学的許容漁獲量 (ＡＢＣ) 算定の精度向上等の新た

な試験研究ニーズに対応した効率的な試験研究体制を整

備することとした｡

遠洋水研の組織改正のポイント

今回の遠洋水研の組織改正にかかるポイントは次の２

点に集約される｡

(１) 新たな国際情勢にもとづく海域・魚種・漁業へ

の対応体制の再編

(２) 国際漁業交渉等行政ニーズへの的確な対応を図

るためのスタッフ機能の強化

第１点の新たな国際情勢への対応のなかで, 遠洋水研

に取って最も緊急な事項は, 我が国漁業にかかる世界の

かつお・まぐろ・かじき類の資源研究を一元的におこな

う体制を確立することであった｡ 従来から浮魚資源部で

は, 遠洋まぐろはえ縄漁業およびまき網漁業によって漁

獲されるまぐろ類やかじき類の資源を対象とした研究を

おこなってきている｡ ところが, 北太平洋においては西

経150°以東をカバーする全米熱帯まぐろ類委員会

(ＩＡＴＴＣ) を除き, かつお・まぐろ・かじき類のよ

うな高度回遊性魚種を対象とする国際漁業委員会が形成

されておらず, 世界で唯一の真空地帯ともいうべき状況

にあった (北緯20°以南をカバーする水域については,

南太平洋漁業委員会 (ＳＰＣ) で資源評価等の科学的活

動のみを実施している)｡

この問題を意識して, 1995年には日米政府間の合意に

より北太平洋まぐろ類暫定的科学委員会 (ＩＳＣ) を発

足させ, 科学者間の活動を継続している｡ また, 中部及

び西部太平洋高度回避性魚種資源の保存管理に関する多

国間ハイレベル会合 (ＭＨＬＣ) における検討が進行し

ており, ＦＦＡ (フォーラム漁業機関) 加盟16か国, 日,

米, 中, 韓, 台等の諸国・地域が会合に参加している｡

ＭＨＬＣでは2000年までに条約を形成することが既に合

意されており, 目下のところ対象魚種, 水域, 管理目的

等についての詰めがおこなわれている｡ 我が国が北太平

洋で漁獲しているカツオ資源は, この条約によって初め

て生活史の全領域がカバーされ, 統一的な資源評価と管

理の対象となる｡

以上のような状況から, 我が国周辺海域からＩＳＣ,

あるいは新たな国際漁業機関の対象水域におよぶかつお・

まぐろ・かじき類資源の管理のための研究組織として,

近海かつお・まぐろ資源部が設置された｡ この結果, 遠

洋水研は浮魚資源部と併せて, 高度回遊性魚種であるか

つお・まぐろ・かじき類等の全生活領域と漁業に係る資

源研究を一元的に担当することとなったのである｡

一方, 北水研の研究対象領域をベーリング海を含む亜

寒帯水域に拡大することに伴って, 当所北洋資源部の生

態系研究室, さけます研究室, 北洋底魚研究室の機能を

北水研に移転し, 北水研の資源・環境研究部門の再編が

図られた｡ この結果, 遠洋水研の研究部はプラス１, マ

イナス１で従来通りの４部編成となったわけである｡

第２点のスタッフ機能の強化について, 遠洋水研には

新たに所長直属の国際資源管理研究官, 国際海洋生物研
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遠洋水産研究所の組織改正

嶋 津 靖 彦

*本稿は遠洋水研における今回の組織改正を中心に説明

するが, 水産庁研究所全体としての前回 (昭和63年～平

成元年) および今回の組織改正の要点については, 末尾

に参考資料を添付した｡
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究官を配置した｡ 従来遠洋水研の国際漁業委員会への対

応については関連する各部, 各研究室の中で完結する場

合が多かったが, 個々の委員会において提起され検討さ

れる漁業管理や野生生物保護等をめぐる問題は国際的に

共通のルーツがあり, 次第に他の委員会等にも波及して

いく性質を持っている｡ 例えば, 漁業資源の評価と漁業

の管理手法に関する問題や, 漁業資源の保全の確実な保

証を意図する予防的管理措置 (プレコーショナリー・ア

プローチ) の問題, 漁業による混獲問題などをあげるこ

とができる｡

これらの問題について, 両研究官は国際漁業委員会に

おける動向や実践についての分析的研究を行い, 所内の

複数の部にまたがる分野横断的な研究の推進, 国際的な

共同調査・共同研究の企画立案, 国際条約への対応等の

業務を担当する役割をもつ｡ 両研究官が国際漁業委員会

等への対外的対応のみに埋没することなく, 本来の機能

を発揮することによって, 遠洋水研全体の研究の活性化

に大きく寄与することができるものと期待されている｡

組織改正の経緯

今回の組織改正は全く突然に発生したものではないが,

農業研究機関の組織改正および水産庁行政組織の改正に

よって加速された側面がある｡ 前回の組織改正時には総

務庁から５年後の平成５年に見直しの結果を報告するこ

とが求められていたため, 逐次自主的な見直しと点検を

おこないつつ報告の準備をすることが必要であった｡ 見

直し報告書の原案の作成に当たり, 資源, 海洋, 増殖の

各分野については中央水研の水産研究官グループが主要

な役割を担った｡ 一方, 所長会議においては４年４月以

降21世紀に向けた水産研究のあり方について大所高所か

ら随時議論をおこない, 当面の対応として, 筑波の国際

農林水産業研究センター (ＪＩＲＣＡＳ｡ 旧熱帯農業研

究センター) に水産部を設置すべきこと, 我が国の亜熱

帯域における水産研究の拠点を設立すべきことで意見が

一致した｡ 後者については西海水研石垣支所として, 各

研究所から定員を供出して研究職19名を配置した立派な

組織・施設が完成した｡

これらを契機として, 水産研究の将来方向と体制につ

いて各研究所で論議をおこない, 11年を集約点にして全

体の方向性をまとめる手順が５年５月の所長会議で合意

された｡ 前回の組織改正時に策定した各研究所の研究基

本計画は６年６月に改定されたが, 更に５年後の11年に

向けては全面的な見直し・改定作業をおこなう予定となっ

ていたことから, この時期を集約点としたのである｡

５年には農業研究機関に対する総務庁の行政監察があ

り, これを契機として８年10月１日付で農業関係19研究

機関の組織改正がおこなわれた｡ 研究所・試験場規模で

の改廃はなく, 部・支所を含む研究単位数の縮減によっ

て１研究室当り研究者数を3.25人にまで引き上げたが,

結果的に64名の定員削減を迫られることとなった｡ さら

に, ９年10月１日付で水産庁行政組織の大幅な改正がお

こなわれ, ５部18課８室体制から４部17課９室体制に再

編された｡ こうした流れに沿って再度緊急に水産庁研究

所の組織体制を点検し, 10年度の組織定員要求を取りま

とめる作業を実施したのである｡

所長会議においては各研究所における論議を促進する

とともに, 特に８年に入ってからは会合の機会を多くし

て密に議論を積み重ね, 同年６月には ｢水産研究の将来

方向について (案)｣ を集約した｡ そこでは水産研究を

めぐる情勢, 研究推進の方向についての分析と記述を受

けて, 研究推進体制整備の方向性としては, (1) 海域の

水産業に対応する総合的研究体制の強化, (2) 研究所の

集約化, (3) 研究部の機能強化, (4) 研究室の大型化,

(5) 企画調整機能の強化等々研究の側面からの大胆な提

案も含まれている｡ このような方向で議論を集約するに

当たっては, 総務庁が農業関係試験研究機関の組織改正

や水産庁行政組織の改正等の機会に水産庁研究所につい

て指摘していた事項 １人研究室が多いなど研究体制

に問題がある, 研究室数の削減も含めた組織・定員の見

直しが必要, 大学や都道府県の研究機関との役割分担の

明確化と国の研究機関の合理化が必要等々 が背景の

一部として認識されていたことは当然であろう｡ ちなみ

に, 今回の組織改正ではこの (案) に沿って, 上記 (１)

は海区水産業研究部の設置が, (３) は上席研究官の配

置が, (４) は海区水産研究所で1研究室当たり研究者数

を3.01名に引き上げることが, (５) は全研究所への企

画連絡科長の配置がそれぞれ実現したのである｡

この (案) の具体化に向けて, 組織改正検討の基本的

視点 (案) が同年11月に, 翌９年１月には基本的考え方

(案) が, ３月には組織の改正に際しての要検討事項

(案) が取りまとめられた｡ ４月の所長会議において,

組織改正案の検討に際しての基本的方針について取りま

とめをおこない, 最近の行財政改革をめぐる非常に厳し

い情勢に鑑み現実的対応が必要であることを踏まえるべ

きであるとして, 組織の大型化による大幅な定員削減は

回避しなければならず, 一方, 大規模な歳出を伴うよう

な組織改正は困難であり, 後年度負担は最小限にとどめ

る必要があるとした｡ ９年夏に向けて水産庁として組織
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定員要求を取りまとめるに当たっては, 組織再編に係わ

る種々の情勢を見極めての現実的対応を軸としつつ, 現

行の９研究所体制を再編して新たな担当海域と役割の下

に９研究所を構築することとなったのである｡

筆者は６年３月から３年間水産庁研究部参事官として

水産庁に勤務しており, 所長会議における上記の集約の

過程はよく承知しているが, この間遠洋水研内部におけ

る対応については直接見聞する機会を持たない｡ 遠洋水

研は他の海区水研とは研究対象領域 (魚種・漁業・海域)

に明確な区分があり, 多国間漁業委員会への対応等の緊

急かつ特異な責務をもっていることから, 所員の間にも

遠洋水研の独自性についての意識が強く, 研究所の集約

化を意識した論議はほとんどなかったようである｡ しか

し, 上記の将来方向について (案) に沿った具体的な体

制の構想が議論されるにつれて, 遠洋水研においても活

発な論議がおこなわれたと聞いている｡

当所の前回の組織改正に際しては, 所長の諮問機関と

して７名の若手・中堅研究室長級の委員による所内検討

委員会 (畑中委員長) が指名され, 林所長私案をたたき

台にしつつ ｢10年後を展望した遠洋水産研究所の組織の

あり方｣ を取りまとめた経緯がある｡ その後, ５年に農

林水産技術会議による研究レビューを受けるに際して,

若手の主任研究官級の10名による展望委員会 (水野委員

長) が, 10年後の遠洋水研のあり方を展望し, 所内研究

レビュー班に報告する答申 ｢遠洋水産研究所の将来展望

について｣ を取りまとめたものが残されている｡ これら

の中で議論された内容, および今回の組織改正において

いろいろな場面でまとめられた意見等については, 10年

度に再度研究レビューを受けた遠洋水研の今後の運営の

中で活かしていきたいと思う｡

水産庁研究所全体にわたる組織定員要求の取りまとめ,

対外折衝という前例のない大がかりな対応を円滑に推進

するため, 研究部参事官を室長, 研究課長を副室長, 研

究調整班長を事務局長とし, 研究所からの併任者４名を

含む常駐５名, 全体では16名になる水産業関係試験研究

推進検討準備室を９年２月に水産庁研究部に設置した｡

この準備室が各研究所に対するヒアリングをおこないつ

つ, １年余にわたって資源生産推進部研究指導課 (旧研

究部研究課), 漁政課等との接点を担ったのである｡ 筆

者は初代の室長という役回りであったが, ほとんど準備

室の本格的稼働と入れ替わりに遠洋水研に赴任というこ

とになってしまった｡ 大変な作業を地道によくこなして

いただいた常駐のメンバーの方々には頭が下がる思いで

ある｡

所内においては所長を責任者とし, 組織定員要求書原

案の作成のために各部長, 課長・室長級およびその代理

を含む作業グループを構成し, 対外窓口と事務局を企画

連絡室長, 科長が担当した｡ 原案の提出, 準備室との応

答, 総務庁ヒアリングへの対応 (特に指摘事項に対する

補強説明資料の作成と提出) 等々の作業では, 所内の各

部・研究室の協力は例によって敏感・迅速・適切であっ

たことを記しておきたい｡ 企画連絡室長の机に収録され

たこれらの所内・所外のやり取りの文書の厚さはおよそ

30センチにも達した｡ 準備室とのやり取りの全ての記録

は, 企画連絡室が管理し所員全員が常時アクセスできる

共通のファイルに収録することにより過程の透明性を確

保したが, この時に改めて構内ＬＡＮの威力を確認でき

た思いである｡

新たな組織の紹介

遠洋水研の新たな体制において設置された組織につい

て紹介する｡

近海かつお・まぐろ資源部が新設され, まぐろ研究室

(浮魚資源部まぐろ生態研究室より振替) およびかつお

研究室が配置された｡ この部の所掌は, 暖流系の近海大

型浮魚類の資源, 管理, 生態に関する調査研究であり,

西部北太平洋におけるクロマグロ, カツオ, ビンナガ,

かじき類を研究対象とする｡ 太平洋におけるこれらの魚

種の漁獲量は36万トン (８年｡ うちカツオが27万トン)

であり, 浮魚資源部が対象とするインド洋, 大西洋, 太

平洋のかつお・まぐろ・さめ類の漁獲量26万トンに匹敵

する重要性をもつ｡

かつお研究室については, 東北水研資源管理部浮魚資

源第二研究室 (定員３名) を受入れて発足した｡ かつお

資源の研究については, ＳＰＣに東北水研からも参加し

てきたこと, また, 三陸沖竿釣りの漁海況予報事業で遠

洋水研が東北水研に協力してきたことなどの緊密な連携

の実績があり, 予報事業については今後は遠洋水研が東

北水研, 中央水研, 西海水研の協力を得つつ実施するこ

とになる｡

浮魚資源部では, 既存の温帯性まぐろ研究室, 熱帯性

まぐろ研究室に加えて, 新たに混獲生物研究室および数

理解析研究室が設置され, 後者の振替財源となったかつ

お・まぐろ調査研究室 (焼津) は解消した｡ なお, 焼津

での調査・情報収集機能の重要性に鑑み, 将来の発展形

を心に秘めて, 焼津には引き続きこれらの調査のための

拠点を確保している｡

混獲生物研究室は今回研究室長が新規定員として認め
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られた｡ まぐろはえ縄漁業およびまき網漁業によるさめ

類や海鳥類の混獲問題がこれらの漁業の存否を決定しか

ねない情勢の中で, ６年６月の北洋資源部の組織改正と

同時にまぐろ生態研究室に混獲生物担当の主任研究官を

新設することが認められ, 外洋性さめ類の研究に力点を

置きつつ対応を続けてきた｡ その後も漁業による混獲問

題を口実とする国際的な圧力は高まりつつあり, 南極海

洋生物資源保存委員会 (ＣＣＡＭＬＲ), みなみまぐろ

保存委員会 (ＣＣＳＢＴ), 大西洋まぐろ類保存国際委

員会 (ＩＣＣＡＴ) 等においても, 混獲状況の監視や混

獲回避のための規制等の積極的な対応をおこないつつあ

る｡ 遠洋水研ではかつてマリンデブリ (海洋を漂流する

人工起源の廃棄物) 問題の対応を経験したが,さめ類を

除き直接漁業の対象となる資源以外を対象とする研究室

の設置を要求したのは, 時代の要請に沿った対応である｡

数理解析研究室の設置は, 国際漁業委員会における資

源評価と管理に関する研究が高度化し, 複雑化してきて

いることへの対応として, 今回の組織改正においても非

常に優先度の高い要求であった｡ ここには遠洋水研が営々

として確保してきた物理, 数学職の研究者３名を配置し

たが, 我が国の保有する豊富な漁業データだけでなく調

査船や標識放流等の実験的手法による結果をも含めた解

析をおこない, 諸外国の専門家にひけを取らない研究を

展開してゆくことが期待されている｡

外洋資源部では, 前回の組織改正において大型鯨類研

究室と小型鯨類研究室に分化させたが, 研究対象は異なっ

ても研究手法には共通点が多いことから機能別に再編し,

鯨類管理研究室および鯨類生態研究室とした｡ 外洋いか

研究室は従来通り｡

海洋・南大洋部の３研究室の構成には特段の変更はな

い｡

国際漁業交渉等行政ニーズへの的確な対応を図るため

のスタッフ機能を強化する一環として新設された, 国際

資源管理研究官, 国際海洋生物研究官についてはすでに

触れた｡

解消した組織の覚え書き

今回の組織改正により当所創立以来の組織が解消した

ので, これらについて留記しておきたい｡ 西海水研石垣

支所の設立に当たって, 遠洋水研からは対応する産業の

規模が著しく縮小していた遠洋底魚研究室を財源として

供出することが決められていたため, ９年４月１日付を

もってこの研究室を解消した (本誌創立30周年特集号参

照)｡

10年10月１日付で３研究室の機能を北水研に移転する

ことにより, 北洋資源部は幕を閉じた｡ かつて, 我が国

のさけます沖取り漁業および母船式かに漁業の発展に伴っ

て, 国際漁業交渉等における対応の必要性から北水研に

設置された遠洋資源部は, 当所の創立とともに北洋資源

部となり引き続き函館に設置されたが, 昭和45年５月に

３研究室体制で清水に移転・集結した経緯がある｡ 今回

は, 昭和42年の遠洋水研の創立時には底魚海獣資源部に

所属していた北洋底魚研究室も含めての移転である｡ こ

の年, さけます沖取り漁業の生産量が10万トン, 金額に

して350億円, 北洋底びき網漁業は121万トン, 380億円

に達していたことを思い返せば, まことに我が国北洋漁

業の栄枯盛衰を感じるところである｡

また, これも当所創立以来の伝統を持つおっとせい研

究室について, 1984年におっとせい条約が失効状態になっ

たままの状況から, 研究室を解消すべきとの強い指示が

水産庁から出され, 当所としては種々の折衝の末やむな

くこれを受け入れることとした｡ この研究室は, 1957年

の条約発効と同時に東海区水産研究所 (現中央水産研究

所) に設置された研究室を当所に引き継いだものである｡

鯨類と併せて海洋生態系の食物段階の頂点に立つ海産哺

乳類については, 適切な保存を図るとともに今後の海洋

生態系研究やこの延長線上にある複数種一括管理の概念

の実証を目指す研究展開において, 新たな取り組みが必

要とされることになろう｡ 当所としては, 今回の組織改

正において, おっとせい研究者を所内に残したことをもっ

て当面はよしとせざるを得ない｡

遠洋水研の歴史を振り返ると, 産業的な研究の基盤が

消失するとともに研究室を解消した例は北洋資源第二

(かに) 研, 遠洋底魚研, おっとせい研と３例を数える

が, 一方で, 新規定員が認められた研究室も南大洋生物

資源研, 外洋いか研, 混獲生物研があり, 所内での振り

替え財源をもとに設置された研究室もある｡ 遠洋底魚研,

おっとせい研の廃止について, 当所のＯＢ諸氏あるいは

所外の諸賢, 行政官からもいろいろと指摘があることは

承知であるが, 国立試験研究機関として限られた定員の

中で社会的要請に敏感に対応せねばならない宿命である｡
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所 長 嶋津靖彦

企画連絡室 企画連絡科

松村皐月 長澤和也

情報係 渡邉 真 佐々木友弘

総 務 部 庶務課 課長補佐 庶務係 鈴木宏一 +若林恵子 岡本大和 井上 功

垣谷�夫 持田哲夫 染木俊博

会計課 会計係 増田芳男 +小田利枝 望月昌彦

山村 豊 用度係 久保田直樹 川合 健 杉坂幸恵

営繕係 坂井友信 福島佐紀子

浮魚資源部 温帯性まぐろ研究室５ 辻 祥子 *西川康夫 *西田 勤 伊藤智幸

鈴木治郎 熱帯性まぐろ研究室４ 宮部尚純 *池原宏二 *張 成年 *岡本浩明 松本隆之

混獲生物研究室３ 中野秀樹 *松永浩昌 *清田雅史

数理解析研究室３ 平松一彦 竹内幸夫 庄野 宏

近海かつお・ かつお研究室３ 小倉未基 田邉智唯 魚�浩司

まぐろ資源部 まぐろ研究室４ 山田陽巳 *余川浩太郎 杉崎未緒

石塚吉生

外洋資源部 鯨類管理研究室３ 宮下富夫 *島田裕之 岡村 寛

川原重幸 鯨類生態研究室４ 加藤秀弘 *岩�俊秀 *木白俊哉

外洋いか研究室３ 谷津明彦 *田中博之 森 純太

海洋・南大洋部 高緯度域海洋研究室２ 瀬川恭平 *塩本明弘 亀田卓彦

宮地邦明 低緯度域海洋研究室３ 稲掛伝三 *渡邊朝生 岡崎 誠

南大洋生物資源研究室２ 永延幹男 *一井太郎 *川口 創

国際資源管理研究官 魚住雄二

国際海洋生物研究官 馬場徳寿

(一航) (二航) (三航) (甲板長) (甲板次長)

俊 鷹 丸 甲板 戸石清二 甲斐谷久孝 片岡 洋 菅原新一 里見登志男

飯田惠三 日中隆介 細井 勝 本間 晃

細川礼人 上野成人 阪本良太

(機関長) (一機) (二機) (操機長) (操機次長)

機関 齊藤眞澄 澤井俊樹 一瀬純弥 福山豊嗣 小川安信

片山 愼 荒木 久 鈴木富士雄 鈴木正憲

(通信長) (司厨長)

通信 志津孝治 �川 進 山田慶三郎 秋武正記

(注) +印は主任, *印は主任研究官, 研究室の数字は研究職定員

遠洋水産研究所の組織図 (平成10年10月１日現在)
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遠洋水研は何をするところ

発足以来遠洋水研は遠洋漁業資源と遠洋漁場の環境研

究をおこなう研究所であると説明してきたが, 正確にい

えば, 我が国近海において営まれる大型捕鯨業, 小型捕

鯨業, いるか漁業についても担当してきたのである｡ そ

して, 今回の組織改正によって近海かつお・まぐろ資源

部が設置されたこともあって, 所掌範囲を分かりやすく

一言で説明することは一層難しくなった｡ 遠洋漁業, 公

海漁業, 国際対応, 高度回遊性魚種資源などがその候補

となるが, 厳密にいえば遠洋水研はこれらの枠組みのど

れか一つと言えども, 独占的に担当しているわけではな

い｡

遠洋漁業の枠組みでいえば, 西海水研が担当する以西

底びき網漁業を除く全ての遠洋漁業に当所は設立以来関

与してきた｡ しかし, 1977年以降の200海里体制の実質

的定着により, かつての遠洋底びき網漁業が消失し, あ

るいは沿岸国との合弁事業等に姿を変えてゆき, 今日で

は当所との直接的な関連は希薄になっているものある｡

公海漁業については, 今回の組織改正によりベーリング

公海におけるスケトウダラ資源の管理と漁業 (目下休止

中) にかかる対応は北水研の担当となった｡ 我が国の漁

業はおこなわれていない状況にあるが, オホーツク海の

公海についても, 将来的には北水研が対応することにな

ろう｡

国際対応についても, 多国間漁業条約にもとづく国際

漁業委員会への対応は従来から遠洋水研の責任であった

が, ベーリング公海条約と北太平洋溯河性魚類委員会

(ＮＰＡＦＣ) については北水研の担当となり, また,

日ロ, 日韓, 日中関係は従来から当所の担当ではない｡

国連海洋法条約の附属書Ⅰに掲載された高度回遊性 (魚)

種には, 当所が担当するかつお・まぐろ・かじき類, 海

洋性さめ類, くじら・いるか類に加えて, しいら, およ

び東北水研が担当するさんま (類) も含まれている｡ 参

考までに記せば, 国連海洋法条約においては沿岸国の設

定する排他的経済水域 (ＥＥＺ) 内で生活史と漁業が完

結しない魚種については, ①二国間以上のＥＥＺに分布

する通称シェアード・ストック, ②ＥＥＺとその外側の

公海域にまたがって分布する通称ストラッドリング・ス

トック, ③高度回遊性魚種, ④海産哺乳類, ⑤遡河性資

源, ⑥降河性資源の６類型に区分しているが, これらの

区分は必ずしも排他的ではない｡ 例えば, 上記に説明し

たように, 高度回遊性 (魚) 種のリストには③と④が含

まれているが, さけ・ます類などの⑤は含まれない｡

以上のような詳細な点検を経て, 遠洋水研の新たな所

掌を対象種でいうならば, ｢我が国漁業が関係する世界

のくじら・いるか類, かつお・まぐろ・かじき類 (混獲

対象生物を含む), 主として公海の外洋性いか類, およ

び南大洋のおきあみ類｣ であり, 前二者は高度回遊性

(魚) 種である｡ 漁業でいえば, ｢遠洋漁業を中心としつ

つも, 我が国沿岸・沖合域での小型捕鯨業, いるか漁業,

クロマグロ関連漁業, カツオ漁業も含まれる｣ というこ

とである｡ 今回の組織改正では研究所の名称について従

来通りとなったが, このような所掌をより鮮明にするた

めに, 改正した水産庁長官通達においては, 遠洋水研が

開催する遠洋漁業関係試験研究推進会議について, ｢遠

洋漁業に係る研究分野 (我が国周辺水域におけるかつお・

まぐろ等の高度回遊性魚種及び鯨類に関する研究を含む)

における産・学・官の連携を深め, 研究交流を積極的に

推進するため｣ とし, 新たに括弧内の文言を追加した｡

また, 組織改正に伴って改定した研究基本計画において

は, 遠洋水研の担当する上記の (魚) 種を包括する表現

として, ｢広域性水産資源｣ という用語を用いることと

した｡

結びに代えて

研究所規模での水産庁研究所組織の改正を振り返ると,

昭和４年に設置された水産試験場が20年間続いた後, 戦

後の24～25年にかけて８海区水産研究所体制として地域

分散型で再編成した｡ その後18年を経て, 昭和42年の遠

洋水産研究所, 南西海区水産研究所の発足 (南海区水産

研究所, 内海区水産研究所の廃止) があった｡ その13年

後の昭和54年には養殖研究所, 水産工学研究所の発足

(淡水区水産研究所, 真珠研究所の廃止), 更に10年後の

平成元年には中央水産研究所の発足 (東海区水産研究所

の廃止) と続き, そしてその９年後の今回の瀬戸内海区

水産研究所の発足 (南西海区水産研究所の廃止) である｡

こうして組織改編の間隔が次第にせばまっていることを

改めて感じる｡

今回の水産庁研究所組織の改正は総務庁に対する組織

定員要求の結果であり, 行財政改革における国立試験研

究機関の統合再編, 独立行政法人化については, 全く別

の視点からの検討がおこなわれているところである｡ 農

林水産省の試験研究機関はもともと民間における研究投

資が期待できない投資効率が悪い分野をカバーして, 長

期的な視点での基礎研究を含む試験研究をおこなってき

ている｡ また, 水産庁研究所のＴＡＣ・ＡＢＣ対応研究

や, 遠洋水研のように国際漁業委員会に国を代表して出

席するなどの働き振りは, 国立試験研究機関の中でも際
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だった特異な役割を果たしていることを強調しなければ

ならない｡ 昨年来の国立試験研究機関のあり方に関連す

る検討のなかで, 改めてこのような特異性を強く感じて

いることを書き添えておきたい｡

以上のような経緯と情勢の中で, 新たな使命のもとに

効率的に研究をおこなう組織として遠洋水研は再発足し

た｡ 組織の改正と併せて, 今後の10年間を展望して研究

の推進方向と課題を定めた新たな研究基本計画を10年10

月１日付で策定した｡ 研究基本計画での幹 (主要研究問

題), 大枝 (大課題), 小枝 (中課題) に茂らせる研究の

葉 (小課題) については, 目下のところ設計と調整が済

んで, 新たな研究に着手しつつある｡ 遠洋水研の課題は

国際漁業委員会等への対応に直接的・間接的に関わるも

のばかりであるが, さらに遠くを見据えた研究課題や,

鮮明な獲得目標をもった攻撃的な課題を設定するように

努力をしているところである｡

こうした研究所の研究活動の目標設定と対をなす進行

管理・課題評価および効率的な運営管理にかかる事項に

ついては, 11年２月に予定されている農林水産技術会議

の研究レビュー (三次レビュー) の様子を含めて, 別の

機会に改めてご紹介させていただくつもりである｡ 今後

とも遠洋水研への皆様方のご理解とご支援をお願いする

次第である｡

【参考１. 前回の組織改正 (昭和63年４月12日付, 平成

元年５月29日付) の要点】

昭和61年度の総務庁の行政監察 (水産庁研究所組織の

見直し) を含む臨調, 行革審関連の対応の帰結として,

昭和63年４月12日付で８研究所の組織改正が行われた｡

主要な改正点としては, ５海区水産研究所に資源管理

部 (旧資源部), 海洋環境部 (旧海洋部), 資源増殖部

(旧増殖部) を設置したことである｡ 遠洋水研としては,

4研究部14研究室体制となって定員の増減はなかったが,

この際に底魚資源部を外洋資源部に再編成し, 南大洋生

物資源研究室を除く13研究室の名称を変更した｡ 外洋い

か研究室の新設要求は同年10月１日付で設置が認められ

た｡

平成元年に発足した中央水産研究所 (旧東海区水産研

究所) には, 企画調整部 (旧企画連絡室), 共通基盤的

研究部門として３研究部を配置, 新たに水産庁研究所間

の連携・協力を推進するための水産研究官組織を設置し

た｡ この第３点との関連で, 同年８月の水産庁長官通達

により, 従来の部長会議に代えて水産業関係試験研究推

進会議を中央水産研究所長が開催することとなって, 今

日に及んでいる｡ 他の研究所でも専門分野別あるいは海

区別の研究推進会議を開催している｡

【参考２. 今回の水産庁研究所の組織改正 (平成10年10

月１日付) の要点】

[共通事項]

(1) 地域における新たな研究ニーズに対応するために,

海区水産業研究部を設置：遠洋水研を除く６海区水研｡

(2) 国際漁業交渉, 作り育てる漁業等行政ニーズへの

的確な対応を図るためのスタッフ機能を強化：国際海洋

資源研究官 (北水研, 西海水研, 日水研), 国際資源管

理研究官, 国際海洋生物研究官 (遠洋水研), 漁場環境

保全研究官 (瀬戸内海水研), 養殖管理研究官 (養殖研),

上席研究官 (養殖研, 水工研) を設置｡

(3) 研究に関する企画調整及び情報の収集・発信機能

を強化：全研究所に企画連絡科長を配置｡ 研究交流科長

(中央水研, 養殖研, 水工研), 技術情報科長 (水工研)｡

[各研究所の改正の要点 (上記以外の特記事項)]

北海道区水産研究所：亜寒帯海域を担当｡ 遠洋水研より

さけます, 北洋底魚, 生態系研究組織を受け入れ, 資

源・海洋環境研究部門を再編｡

東北区水産研究所：常磐～三陸沖合の混合域を担当｡ 資

源研究部門を八戸支所に集中｡

中央水産研究所：南西水研の外海調査研究部 (高知) を

受け入れ, 千葉～鹿児島県の黒潮流域を担当｡ 生物生

態部, 海洋生産部を海区共通基盤的研究部門に特化｡

瀬戸内海区水産研究所 (旧南西水研) ：中央水研の環境

保全部を受け入れ, 藻場・干潟等の生物生産力, 赤潮・

貝毒, 有害物質による汚染等の環境保全研究を担当｡

西海区水産研究所： (上記共通事項以外はほぼ現有規模)

日本海区水産研究所： ( 同上 )

遠洋水産研究所：東北水研のかつお研究組織を受け入れ,

かつお・まぐろ・かじき, 鯨類等の高度回遊性種につ

いて, 全生活領域と漁業を担当｡

養殖研究所：21研究室を18研究室に統合｡

水産工学研究所：18研究室を12研究室に統合, 各部に上

席研究官を配置｡

(所長)
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はじめに

建造費75億円をかけた漁業調査船照洋丸が完成し, 平

成10年５月12日水産庁に引き渡された｡ 総トン数は, 2,

118トンとなり前照洋丸 (1,363トン) から大幅に大型化

し, 水産庁のフラッグシップである開洋丸を外付けにし

て停泊するまでになった (図１)｡ 漁業調査船照洋丸代

船建造仕様書が出来あがったのが平成７年12月, 翌年３

月に日本鋼管・鶴見工場で起工, その後約２年をかけて

の建造となった｡ この間, 水産庁, 船, 造船所, そして

照洋丸の主ユーザーとなる遠洋水産研究所の４者間の綿

密な打ち合わせのもとに細部に渡る仕様が固められ, 21

世紀の水産資源調査を担う完成度の高い調査船が出来あ

がった｡

建造仕様書の基本設計方針には, ３代目照洋丸の目的

としてかつお・まぐろ類及びいか類等浮魚資源と生態系

の調査に積極的に取り組むこととともに, 海洋調査への

とりくみ強化が述べられている｡ 資源調査を主目的とし

つつも, 近年の地球環境問題への関心の高まりや, エル

ニーニョ, 地球温暖化の水産資源への影響解明など資源

研究の基盤の一つとして海洋環境研究の重要性が認識さ

れた結果である｡ これを受けて, 目的により使い分け可

能な２つのCTDシステムの搭載, 1,000mまでの流速の

測定が可能なADCPの設置など, より高精度に, そして

より深くまで海洋観測が可能な調査機器が搭載され, 海

洋調査の面でも第１級の観測性能を持つに至った｡

本稿では, この３代目照洋丸の建造から船主トライア

ル, そして実際の調査航海まで関わってきた経験をもと

に, その海洋観測機器, 調査システムについて紹介する｡

照洋丸の観測機器

照洋丸は, はえ縄と流し網を主漁労装備として設計さ

れ, まぐろ, いか資源調査に関する漁獲試験から生態調

査, そしてそれらを取巻く海洋環境までをくまなくカバー

する調査観測機器を搭載している｡ 調査機器については

照洋丸要覧を参照していただくこととするが, 研究者サ

イドの要望が最大限に取り入れられ, 照洋丸を建造する

にあたって想定した調査のほとんどを実現できる装備が

整った｡ しかしながら, 引渡しを受けてからはこれを喜

んでばかりはいられないのも事実である｡ 船主海上公式

試運転から実際の調査航海まで乗船を重ねるにしたがっ

て, これらの多種多様な調査観測機器を自在に操り, 有

効に活用していかなくてはならないという責任の重さを

感じてきている｡

搭載機器が増えたことによるデメリットもあった｡ 観

測調査機器が多すぎて, 収納スペースが足りなくなった

のである｡ このため船内常置が不可能な観測機材も出て

きた｡ 観測甲板についても観測用ウィンチが満載され,

混雑している｡ このため航海毎の漁具, 観測機器の積み

替えが必須となるが, 陸上に専用倉庫を持たないことか

ら収納場所の確保およびその積み替えに関して船側に余

分な負担をかけることとなった｡ 特に, 流し網とはえ縄

についてはドックでの切り替え工事が必要であり, 運航

計画の立案にも影響がでそうである｡ また, 自動いか釣

り機を使用する調査では, 無人水中観測艇 ｢みずなぎ｣

(図２) を搭載できないなど, 当初は想定していなかっ

たことも起っている｡

照洋丸搭載機器のうちＣＴＤやモックネスネットをは

じめとする定番の海洋観測機器および採集装置には, 実

績のある機種が選定され, これまでのトライアルでも良

好な作動が確認されている｡ 基本的な観測能力は確保さ

れていると言える｡ 照洋丸には, これらに加えて無人水

中観測艇 ｢みずなぎ｣ , コンゴネット, バイオテレメト

リーのメインシステムなど新たに開発されたもの, 38

kHzのブロードバンド型超音波流向流速計, GPSジャイ

ロ, 12連XBT, XCTDリモートランチャーなどまだ出始
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新鋭調査船の誕生, ３代目 ｢照洋丸｣

渡 邊 朝 生

図１ 晴海埠頭にて開洋丸を外付けにして停泊する
照洋丸 (手前). 平成10年度第2次調査航海出
港の日 (平成10年12月８日).
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めたばかりのものやCTDウィンチへのヒーブモーション

クレーンの採用なども含めて, 実験開発的な色合いの濃

い装置も搭載されている｡ 21世紀を見据えた投資とも言

えるもので, これらの観測機器が仕様通りの性能を発揮

し, 観測を高度化, 効率化できるかどうかを見極めるた

め, メーカーの協力を得ながら, 数多くのトライアル,

改良作業をこなすことが必要である｡ 国内的にも注目さ

れているものであることから, それぞれの調査機器に関

して正当な評価を出すことも含めて, 研究者として責任

ある対応をとりたい｡

搭載された各観測機器の作動試験は平成10年６月１日

から７月３日の間に清水港を基地として実施された船主

海上公式試運転において実施された｡ 試験は伊豆諸島周

辺から房総半島沖をフィールドとし６レグにわたった｡

はえ縄, 流し網による漁獲試験から各種ネットの作動試

験, ＣＴＤオクトパスによる6,000ｍまでの観測, また

船上のデジタル天秤, 塩分計等の測定装置の試験, 船上

と研究所間のデータ通信試験など数多くのテストが行わ

れ, それぞれの観測機器の性能, 使い勝手が確認され,

問題点が洗い出された｡ 未納の機器が２, ３あった他,

曳航式ＣＴＤのケーブルに取り付けられた水流を整流す

るためのフェアリングの脱落, ヒーブモーションクレー

ンの制御用窒素ガスのもれが発生したこと, ＧＰＳジャ

イロのデータ出力が不安定になったこと等の不具合も見

られたが, ほとんどの調査機器は所定の性能を発揮し,

照洋丸の基本性能の確認ができたと考えている｡

観測機器の中で最も注目度が高く, 外見上も目立って

いるのが ｢みずなぎ｣ である｡ ｢みずなぎ｣ は, 黄色と

青色のツートンカラーに鮮やかに彩色された, 全長5.5

ｍの小型船舶である｡ 観測甲板の右舷側の台座に搭載さ

れている｡ この台座および端艇甲板に設置されるコント

ロールボックスはともに運搬可能である｡ 観測機器とし

てカラースキャニングソナー, 水深300ｍまで観測可能

なCTDとビデオカメラシステムが装備されている｡ 操縦

は照洋丸船上に設置されたコントロールボックス内のコ

ントローラーにより行い, 無線により送信される観測デー

タおよび映像をコントロールボックスで受信, 解析する｡

また, その調査経路, 観測内容をプログラミングするこ

とにより自動運転も可能である｡ 行動範囲は仕様の上で

は照洋丸を中心として半径10マイル以内とされている

(現在, 確実に制御できるのは数マイル以内である)｡ 水

産資源調査の分野への無人観測艇の本格的な導入は初め

てなだけに, 具体的な調査対象は漠然としているが, 無

人で, 表層の基礎的な調査を実行できる21世紀の海洋生

態系調査を担う観測機器のプロトタイプとも言えるもの

であり, 高い基本性能を生かした有効な利用方法を考え

ていきたい｡ 現在, 人工筏などにつく魚群の生態調査な

どが考えられている｡ 可搬であるため他の調査船への搭

載も可能であり, 沿岸域の調査への投入や, 新たな測器

の搭載も含めて使い方を考えていく必要があろう｡

｢みずなぎ｣ が照洋丸の後部観測甲板の主役であると

すると, 船首側の主役はCTDオクトパス用の巨大なウィ

ンチシステムであろう (図３～４)｡ トラクションウィ

ンチにヒーブモーションクレーンの付属した大掛かりな

システムである｡ トラクションウィンチは, ケーブルを

巻き取るドラムへの張力の直接負荷をさける機構を持ち,

これによりドラムからのケーブル巻き出し, ドラムへの

巻き取りをスムーズに行うことが可能になっている｡ ま

たヒーブモーションクレーンは, CTD吊り下げ中に, う

ねりや風浪による船体動揺から発生する張力の大きな変
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図２ 照洋丸に搭載された無人水中観測艇 ｢みずな
ぎ｣. 船底中央に測器格納用のドームがあり,
CTD, 水中カメラのユニットが収められてい
る.

図３ CTDオクトパス用のウィンチシステム.
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化をアームの上下によって小幅に押さえる機能を持つ｡

荒天下のうねりの大きな状況でのCTD観測においては,

常に張力の大きな変化によるキンク発生の危険があり,

難しいウィンチ操作を要求されるが, この新しいウィン

チシステムはこれを改善し, 効率的な観測を実現するも

のである｡

海に浮かぶ調査研究室

水産庁の調査船で船内LANシステムが最初に導入さ

れたのは, 1991年に就航した現在の開洋丸である｡ 照洋

丸に搭載された調査LANシステムについても, その基

本的な概念は同じものであり, 航海情報を船内各所に配

信することと観測データをサーバーに集め一括管理し,

なくさないことが基本である｡ 違いは, この間に起こっ

た劇的なハードウェアの進歩とソフトウェアのウィンド

ウズ環境への急速な移行である｡ 開洋丸では, LAN/計

算機環境がUNIXワークステーションをメインにおいて

98マシンとMS‐DOSにより構築されていた｡ これは,

当時ダウンサイジングと呼ばれる, 大型のホストコンピュー

ターからワークステーションへの乗り換えが進んでいた

ことを反映している｡ 照洋丸では, パソコンのハードウェ

アの進歩によるさらなるダウンサイジングが進んだこと

から, DOS/VマシンとWINDOWS環境により船内LANが

構築されるに至った｡ また, 開洋丸建造時には, 建造仕

様を固めた段階で搭載するパソコン, ワークステーショ

ンの機種を決めたため, 船が引き渡されたときには, 選

定していた機種がすでに旧式になってしまっていたとい

う苦い経験をしたが, 照洋丸では, これを出来る限り回

避するためパソコンやプリンターなどの機種選定はぎり

ぎりまで遅らせ, 最新の機種を導入できるようにした｡

研究室にパソコン, ディスプレイが並び, 壁に情報コン

セントが設置されている状況は, 水研の研究室となんら

かわりない｡

開洋丸の就航から７年, 研究環境の最も大きな変化は,

電子メールに代表されるインターネット利用の急速な普

及であろう｡ 1993年はじめに農林水産省のネットワーク

がスタートし, 水研の研究者がメールアドレスを持って

以来, 遠洋水産研究所においても電子メールが研究上必

要不可欠な道具になった｡ また, 世界中の研究調査機関

のホームページに公開される観測データ, 研究成果は研

究の効率的な推進のために欠かせないものになっている｡

これまでにも, 開洋丸, 照洋丸に乗船し長期調査航海に

出る時には船からのインターネット環境へのアクセスの

必要性を感じていたところである｡ このような時代背景

から, 照洋丸では, インマルサットＢを２系統装備し,

そのうちの１系統を研究目的に使用できるようにした｡

現在, インマルサットＢのデータ通信機能により9,600b

psの通信速度でのデータ通信が可能である｡ また, 日本

の200海里内であれば船舶電話でも同程度の通信速度で

のデータ通信が可能である｡ 必要なときにいつでも, そ

してどこからでも陸上のインターネットに高速にアクセ

スできるのが理想である｡ しかしながら, 現状では, イ

ンマルサットの高額な通信料金のためインターネット利

用の投資効果を見極めつつ利用することが求められる段

階にある｡ 現在の通信速度では, 電子メールの送受信程

度には十分であるが, ホームページ上からデータをダウ

ンロードするといった本格的な使い方は難しいとういう

のが実感である｡ 照洋丸の処女航海 (北太平洋アカイカ

調査) では実験的に, これまでファックスで送信してい

た日報を電子メールで送信したが, 今後, 電子メールの

利用によりファックス, 電話の利用が減ることでインマ

ルサットの全体の利用が効率的になる可能性は高いと考

えている｡ 利用の形態も含めてデータ通信利用の体制を

確立することがこれからの課題である｡

米国NOAAの調査船の中には, 船専用のホームページ

を陸上の研究所に設置しているところもある (ミラー・

フリーマン号など)｡ 毎日の調査や運航の状況をデジタ

ルカメラによる映像も含めて, インマルサット経由で陸

上に送っているとのことである｡ また, 米国や豪州の調

査船の状況を聞くと, 船からのインターネットへの接続,

および電子メールの利用はかなり一般化しているようで

ある｡ もちろん, 陸上へのアクセスが無制限に許されて

いるわけではなく, 通信費用を押さえるための運用方法

が工夫されている｡ インマルサットを利用したデータ通

信の最近の例として, ウィットブレッド世界一周ヨット

レースで採用されたシステムがある (インターネットマ
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図４ CTDオクトパス水中ユニットを振り出したと
ころ.
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ガジン1998.５月号)｡ ここではインマルサットＢを用い

た64kbpsのデータ通信により各参加艇からはデジタルビ

デオの動画や位置情報の事務局への送信, 事務局からの

気象情報などの受け取りが可能になっていた｡ 費用さえ

かければできないことはないということであるが, 調査

の効率化, 乗船研究者, 乗組員の福利厚生の観点からも

データ通信の発展が望まれる｡ 新船になったばかりであ

るが, データ通信速度を64kbpsまで上げることが可能に

なれば, インターネット上に準リアルタイムで公開され

ている海況・気象情報の利用も現実的なものになろう｡

照洋丸への期待

水産庁の所持する２隻の漁業調査船, 開洋丸, 照洋丸

の運航の特徴は, その行動範囲が広いことである (図５

～６)｡ また, それぞれ特定の魚種の資源調査を主目的

としてきていることから, 開洋丸によるベーリング海調

査や南極オキアミ調査, 照洋丸によるミナミマグロ産卵

場調査などのように固定した調査フィールドを持ち, 長

期的に見ると遠洋水域のリピート観測が実行されている

ことも特徴であり, 海洋観測のプラットフォームとして

見のがせない点である｡ 開洋丸, 照洋丸により, 一定の

精度での海洋環境のリピート観測を実現できれば, 海洋

の長期変動を把握する上で貴重な観測資料を提供するこ

とになると思われるのである｡

1990年代前半に, WOCE (世界海洋大循環計画) が実

行に移された (図７)｡ 世界中の海洋を東西・南北に横

切る数多くのワンタイム観測ライン上で高精度物理, 化

学観測が実施され, 現在その観測データは, データベー

スとして整備されつつある｡ ワンタイム観測では, 通常

の高精度CTD観測に加えて, 大量採水による微量化学成

分の分析も行われた｡ 水産庁も開洋丸をこれに投入し,

北緯30度線に沿った東西観測ラインのP２と東経130度

線上に設定されたP８ラインの観測を実施したところで

ある｡ 1990年代前半の比較的短い時期に集中的に世界の

海洋の構造が把握されたことの意義は大きく, この観測

結果を基準とし, 10年程度の時間間隔で定期的に変動を

把握していくことが, 地球環境の変動機構の解明, とく

に二酸化炭素などの温暖化気体の増加による地球温暖化

の予測技術の発展に貢献するものと考えられる｡ 開洋丸,

照洋丸が, 水産資源調査を主とし, 新漁場の開発から漁

業技術の改良, 環境調査まで広範な課題を抱えているこ

とから, 海洋環境関係の調査を主とした調査航海を組み

込むことはなかなか難しいが, 行動範囲の広さを生かし,

時空間的にスポット的ではあっても長期計画にもとづい
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図５ 1991年度以降97年度までの照洋丸の航跡図 (遠洋水産研究所関連分).

図６ 開洋丸の航跡図.
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た海洋環境調査をそれぞれの調査に組み込み, 海洋観測

能力を生かした高精度データを積み上げることにより,

地球環境問題へ積極的に貢献していくことは可能であろ

う｡

おわりに

水産庁においては, 1991年の開洋丸を皮切りとして,

蒼鷹丸, 若鷹丸とハイテク漁業調査船が就航した｡ そし

て, その延長線上に照洋丸が登場した｡ これらの船のよ

いところを取り入れながら, この間の著しい電子技術発

展によりハイテク船と呼ばれるにふさわしいハードウェ

アが整備された｡ 操船システムにも最新の技術が投入さ

れ, 観測機器, 採集装置のより正確な, そして安定した

操作が可能になった｡

ハイテク化というと省力化というイメージがあるが,

実際の調査の場面を想像してみれば漁労・採集調査は依

然として人手がたよりであるし, 海洋環境調査にしても,

高精度の観測を行うためには採水サンプルの手分析がか

かせないのが現実である｡ 無人水中観測艇にしても, 無

人とはいっても操船に人手がいるのである｡ データ通信

がいくら発達したからといって研究者は陸上で送られて

くるデータの処理だけしていればよいというものではな

い｡ また, これだけの観測調査機器を常時精度よく動か

すには, 日ごろからのメンテナンスが欠かせない｡ ハイ

テク船にふさわしい観測を実施しようとすればするほど,

人手 (研究者・乗組員) と費用がかさむことになる｡ こ

の点を研究者として自覚しつつ, 調査・研究にあたりた

いと考えている｡

本稿は, 照洋丸平成10年度第２次調査航海でインド洋

に向かう洋上でまとめたものである｡ 企画連絡室からの

督促をうけつつ, 照洋丸第２次調査航海に乗船したのが

平成10年12月８日, 締め切りは当の昔に過ぎているが,

せっかく乗船するのであるから, 現状をもう少し把握し

てからでもよいだろうと思ったことと, 原稿は船から電

子メールで送信できるということもあって (原稿依頼が

あってから急に乗船調査が立て込んでしまい対応しきれ

なかったという事情もあったが) 締め切りを自主的に先

延ばしにしてしまった｡ 航走能力が上がったといっても,

インド洋までは遠く, 調査開始までの間にまとまった時

間がとれて, どうにか書き上げることができた｡ 船はフィ

ンスタビライザーがよく効いて揺れないし, 前照洋丸と

は比較しようがないほどに静かで作業の能率も上がって

いるようだ｡ 陸上とのデータ通信もスムーズにできてお

り, ｢浮かぶ調査研究室｣ を実感しているところである｡

船主海上公試から半年が経過, この間に処女航海と２

回目の海上公試を経験し, 現在第２次調査航海実施中で

ある｡ 観測機器も揃い, 調査機器の作動確認作業も進ん

だが, やはり新しい測器については問題が多いようだ｡

今航海でも, 出港して早々にGPSジャイロからのデータ

出力が不安定になり, ヒーブモーションクレーンもすば

らしい動きを見せてくれたかと思うと, 機嫌を損ねて動

かなくなってしまうといった状況が繰り返されている｡

本航海では, コンゴネット, ｢みずなぎ｣ の試験も予定

されている｡ 今後, 来年度はじめの補償ドックで, 引渡

し後に把握された不具合個所の修正が行われ, その後の

本格的な調査に備えることになる｡ 平成11年度は東部熱

帯太平洋調査, 平成12年度には大西洋調査と長期航海が

続く予定であり, その性能を生かした充実した調査が実

施されることを期待したい｡

最後になるが, ３代目照洋丸の建造に尽力された皆様

に敬意を表するとともに, 今後の照洋丸の航海の安全を

祈りたい｡

(海洋・南大洋部／低緯度域海洋研究室)
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図７ WOCEによるワンタイム観測点.
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はじめに

1998年７月10日から８月31日までの期間, 65隻の日本

まぐろはえ縄操業船による, ミナミマグロ調査漁獲が行

われた｡ ミナミマグロ資源は現在CCSBT (ミナミマグ

ロ保存委員会) で管理が行われているが, 今回の調査は

CCSBTでの合意が得られないままでの実施となった｡

このため, CCSBTの他の加盟国であるオーストラリア・

ニュージーランドは, 日本が調査を強行したことに対し

非難を表明しており, 12月には紛争解決のための協議が

行われることになっている｡

調査漁獲の概要については, 新聞報道等でも多少紹介

されてはいるが, どんな調査がどういう目的で行われた

かについて, 充分に周知されているとは言い難い｡ 特に

オーストラリア･ニュージーランドの反対を押し切って

まで, なぜ日本が調査を強行せざるを得なかったかにつ

いては, 疑問視なさる向きも多いと思われる｡ １年目の

調査が終了し, 結果の解析の目途がつきはじめた今, 調

査漁獲に関わるこれまでの経緯と諸情勢をふりかえって

みたい｡

調査背景と目的

調査漁獲の目的は, 漁船の分布と魚の密度の分布が一

致しているのかどうかを調べる事, もっと端的に言えば,

漁船が操業していない海域に, 魚がいるかどうかを調べ

る事にある｡ 日本の水産研究者の感覚では, 漁業者が魚

群密度の高い海域に集中する傾向があるのは仕方がない

としても, 昔操業していた海域であれば, 現在操業がな

くても, 魚はいると思うのが自然である｡ なぜこんな単

純な事実を証明するために, 多くの人と時間をつぎ込ん

で, オーストラリア･ニュージーランドからは非難を浴

びながらも, 調査を強行せざるを得なかったのか｡

ミナミマグロ資源の利用は, 1950年代に始まる｡ 主に

日本のはえ縄漁業と生育場であるオーストラリア沿岸域

での表層漁業 (竿釣り, まき網, ひき縄) で漁獲されて

いた｡ ところが, 1980年代前半にオーストラリアの表層

漁業による小型魚の漁獲が急増した事が直接の原因とな

り, 1980年代後半には誰の目にも資源状態の悪化が明白

になっていた｡ 非公式ながら協力して資源管理にあたっ

ていた日本, オーストラリア, ニュージーランドの３国

は, 1989年にTACをそれまでの実質漁獲水準のほぼ半分

にまで減少させるという決断を行った｡

この時, オーストラリアはさらに自国の漁獲枠の一部

を凍結, または日本へ譲渡している｡ もちろん, ただで

はなく, 日本の業界から多額の金が支払われている｡ し

かし畜養事業や日本への刺身向け生鮮魚の輸出が確立し,

国内産業が育つにつれ, こうした措置もなくなり, 日本

の実質的漁獲枠は1989年以降も減少を続けることになる｡

資源回復の兆し

TAC削減, さらには小型魚漁獲を実質的に停止した影

響はすぐに現れ, それまでは下がる一方だったCPUEが,

若齢魚から徐々に増加に転じはじめた｡ TAC削減後の１

～２年はオリンピック方式で, 低い漁獲枠から来る心理

的な圧迫感と, 全体のCPUEが低い中で若齢魚なら確実

に獲れたことから, 日本漁船は若齢魚の多い一部のスポッ

トに異常なほどに集中し, 漁獲枠を浪費した｡ しかし次

第に漁獲枠の有効利用を求めて, 主要な漁場毎に漁期,

操業隻数を制限するようになる｡ 同時に減少を続ける実

質漁獲枠の中で, 資源状態は徐々にだが若齢魚から回復

に向かっている｡ このことがさらなる操業制限へとつな

がりTAC削減に対応した日本漁船の行動は, いずれも漁

期･漁場を縮小させ, 規制がなかった頃には操業してい

た多くの時空間で操業が行われなくなった｡

資源量指数モデル論争

オーストラリアは1994年の会議で, 従来は漁場だった

が現在は操業が行われていない時空間には魚が分布して

いないという資源量指数モデルを提出してきた｡ それま

で使われてきたモデルでは, 魚の分布面積は変化しない

と考えている｡ この新しい資源量指数モデルを使うと,

1990年以降, CPUEは上昇しているが, 魚の分布面積が

減少したため, 資源はまったく回復していないという結

果になる｡ これでは, 現場の感覚とも大きく異なってお

り, 到底承服できない｡

日本は1995年の科学委員会で, 資源量指数モデルに関

する仮説を検定するための調査を提案｡ これを受けて,

行政官会合では数回の会議を重ねた結果, 調査漁獲を実

施するための３つのステップに合意した｡ ３つのステッ
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プとは, １)資源評価における不確実性の特定と, 各不

確実性の影響力の検討, ２)調査による追加漁獲の資源

への影響評価, ３)資源管理への有効性からみた調査結

果の評価法の確立の３点である｡ 第２ステップまで完了

すれば, 調査実施に踏み切ることとなった｡

科学委員会の動き

これを受けて, 1996年５月に清水でワークショップが

開かれた｡ 現在の資源評価に含まれる不確実性のリスティ

ング, 調査漁獲の影響評価の方法についての論議・合意

までは順調に進んだ｡ いざ実際に計算を行う際になって,

オーストラリアが新たな計算を行う事を拒否｡ 妥協案と

して1995年の科学委員会でオーストラリアが実施した結

果の範囲内で, 日本側では必要な計算を付加する形で作

業を行った｡ ところが同じ計算のはずが, 計算結果は日

豪でまったく違っており, ワークショップ全体としての

結論は得られないまま閉会となった｡

1996年の科学委員会では, 日本は調査漁獲のパイロッ

ト計画案を準備し, 計画案の説明と論議を行うよう要請｡

オーストラリア･ニュージーランドは調査漁獲を議題に

含めること自体を強く拒否｡ 結局議題の採択だけで会期

の半分を浪費した｡

この年の行政官会合では, 昨年合意された調査漁獲実

施に向けての３つのステップを完了させる事が重要だと

して, 1997年の科学委員会では３つのステップの完了さ

せる作業だけを行うことで合意した｡

1997年の科学委員会では, 日豪の資源評価プログラム

の違い, プログラムエラー等もかなり解消され, ようや

くまともに作業ができる環境が整ったように思われた｡

論議が進み, 方法論に合意し, 日本, オーストラリアそ

れぞれに実際の計算作業に入った｡ ところが計算結果を

突き合わせてみると, 日豪の計算結果は大きく異なって

おり, またしても結論を出す事ができなかった｡

1997年の行政官会合では, 科学者間で今後作業が完了

する見通しをまとめるようにとの指示を受けて論議を行っ

た｡ 結局この論議は, ステップを完了させる技術的な問

題点は一応解消されているが, 科学者間 (もしくは政府

間) の信念の違いを一本化させることはできないという

認識を確認する結果となった｡ “自分達だけでやれば,

こんな作業はとっくの昔に終わっている｡ 共同でやらせ

ようとするから, できないんだ｡ ”と, オーストラリア

科学者が言い放ったのが, 強烈な印象として残っている｡

調査漁獲の準備

この時点から, 日本は独自で調査漁獲の実施する方向

へと, 急速に準備を整えていく｡ 月例会が組織され, 国

内外からの助言を受けて, パイロット調査計画案を何度

も練り直す｡ できあがった計画案は海外の研究者, マグ

ロ関係の国際管理機関に送付し, 意見をもらう｡ 主要な

漁業国, 国際管理機関へは, 可能な限り時間を見つけて

説明に行く｡ 実施に際しての組織整備･意識統一も着々

と進められる｡ 行政･業界･研究所が, それぞれに必要と

される作業をあわただしくも着実に片づけていった｡

この間もCCSBTでの合意を得るために, 粘り強く論

議は続けられた｡ 計画案はそれぞれの段階でオーストラ

リア・ニュージーランドへ提示し, コメントに対しては,
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図１ 調査海域図 (７月). 調査は, 通常操業が行われる海域 (濃色部) と操業が行われない海域 (淡色部) の２海域で行わ
れた.
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可能なものは計画案へ取込み, そうでない場合は再度説

明を試みる｡ ただ出てくるのは, “これでは調査目的は

達成できない”, “この方法では不充分, これでは不適

切”, “日本はオーストラリアの資源量指数モデルの仮

定を誤解している”といったコメントばかりで, 具体的

な内容に対する問題点の指摘や解決案の示唆といった,

建設的なコメントはまったくといっていいほど得られな

かった｡

５月25～26日, 最後の合意の可能性を求めて, 東京で

３国の非公式会合が開かれた｡ この会合で始めて, オー

ストラリア･ニュージーランドは調査の具体的な内容に

言及し, どの部分が受入れられないかを示してきた｡ こ

の会合での結果を踏まえて, 調査計画案に付加部分を加

えて修正したが, 結局は合意が得られるには至らなかっ

た｡

調査漁獲の実行

そして調査へ突入｡ 65隻の船を２つのグループに分け,

一方は漁場になると予想される海域とそれ以外の海域で,

半分づつ操業を行い, 漁場域とそれ以外の海域とのCPUE

の比較を行う｡ 他方は調査期間が漁期外にあたることか

ら, 調査時点における漁場の特定を行うために, 自由に

操業位置を選択させた｡ (図１) オブザーバは15名｡ こ

のうち３名はアメリカ合衆国のオブザーバを雇用した｡

また当研究所の伊藤もオブザーバとして乗船した｡ 調査

開始前, 終了後に魚倉検査を行い, 調査中の漁獲物を区

別した｡ 毎日の位置, 漁獲の状況はファックス報告する

と同時に, GPSでの操業位置の確認を行った｡

ちょうど調査期間中に, 1998年の科学委員会が開かれ

た｡ 調査漁獲のことはほとんど話題にも上らなかったが,

現在の資源評価･将来予測における不確実性の２つの主

要な要因の１つが, tuningに使われている資源量指数モ

デルの違いであることに合意し, 報告に含めることがで

きた｡ 過去３年間に完了できなかった, 第１ステップで

求められていた結果の１つだ｡

さて調査の結果だが, 漁場域とそれ以外の海域のCPU

Eの比は, 80～96％｡ ただし, 今回の調査操業でミナミ

マグロ分布範囲全体をカバーしている訳ではない｡ そこ

でミナミマグロ分布範囲の中で, 調査を実施しなかった

海域には魚はいないとして比を求めると, 39～56％とな

る｡ 限定した時空間から得られた結果を全体に引き伸ば

すのはかなり乱暴だが, この後者の割合を使って資源評

価･将来予測を行うと, ３国の中でもっとも楽観的な判

断を示している日本の解釈よりも, さらに楽観的な結果

となる｡ つまり, 他の２国は現実からほど遠い, 極めて

悲観的なモデルを重視した解釈をしていた事になる｡

今後の展望

今後の見通しは, 混沌としている｡ 調査漁獲の開始に

対応して, オーストラリア･ニュージーランドは日本に

対し紛争状態にあることを宣言, 早急に紛争協議に入る

よう要請した｡ これが直接の原因ではないが, 1998年の

行政官会合はすでに流会となっている｡ 1997年の会合も

まだ終結しておらず, 1997年, 1998年のTACの合意のな

いまま, オーストラリア･ニュージーランドは1998－99

年の漁期に入っている｡ 日本は１月に行政官会合の開催

を提案しているが, 紛争協議の行方次第で, まだ先が見

えない｡ もう少し見通しがついたら, CCSBTの問題点,

ミナミマグロの資源管理をめぐってのさまざまな動き等

とも合わせて, 報告したい｡

(浮魚資源部／温帯性まぐろ研究室長)
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はじめに

太平洋のクロマグロは, その漁獲量はまぐろ類の中で

キハダやメバチに比較して漁獲量はわずかであるが, そ

の単価が高く, また日本の様々な場所で多様な漁法で漁

獲されている重要種である｡ 本種は, 毎年の発生量の変

化が大きく, その謎の鍵は初期生態にあろうと考えられ

ている｡ クロマグロの初期生態の研究は, 仔魚を中心に

行われ, 特に1980年代のプロジェクト研究 ｢マリンラン

チング｣ では大きく発展した｡ しかし, 仔魚や小型稚魚

期以降の２㎝以上の大型稚魚は採集用具から逃げるだけ

の遊泳能力を身につけるためか, これまで採集記録が少

なく, 研究上の障壁となってきた｡ ちなみに, ２～15㎝

の本種稚魚は, これまでカツオの胃内容物から発見され

た数個体を除いて記録がない｡ 本種の亜種が分布する大

西洋でも若干数が採集されているに過ぎない｡

1992年に東北区水産研究所がミクロネシア海域において

中層トロールによりかつお・まぐろ類稚幼魚の大量採集

に成功し, 中層トロール網によるクロマグロ稚魚の採集

の可能性が示された｡

第１回目の採集

1997年, 調査船俊鷹丸 (遠洋水産研究所所属397トン

下島甫船長以下25名) は南西諸島周辺海域で107回のボ

ンゴネットによるクロマグロ仔稚魚グリッド採集調査を

行った後に, ６月11～14日に沖縄北西沖からトカラ海峡

までの黒潮流域において中層トロール網により７回の稚

魚採集を実施した (図1)｡ トロールネットは, 網口幅30

m, 網口高さ30m, 身網総長約90m｡ 目合は後ろへ行く

ほど細かく, コッドエンドで17.5㎜である｡ ひき網水深

は０～70mのうちの30mを速力５ノットで１時間ひき網

した｡

当初ボンゴネット採集のおまけで行われたこの採集で

は, 周囲の思惑を裏切り, かつお・まぐろ型稚魚の大量

採集に成功した (図２)｡ 筋肉のミトコンドリアDNAに

よる種判別を行った結果, マグロ属稚魚は, クロマグロ

176個体 (尾叉長範囲４～47㎜, 平均36㎜), キハダ７個

体 (尾叉長26～63㎜, 平均44㎜) が含まれることが判明

した｡ また, カツオ約1,200個体 (尾叉長18～63㎜, 平

均34㎜), マルソウダ約13,000個体 (尾叉長19～69㎜,
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中層トロールネットによるクロマグロ大型稚魚の採集

伊 藤 智 幸

図１ 中層トロールネット調査点およびクロマグロ
稚魚採集数.

図２ 中層トロールネットで採集した稚魚を船上で
選別している様子. 写っているのはマルソウ
ダが多い.

図３ 採集したクロマグロ(上, 尾叉長39㎜) およ
びカツオ(下, 尾叉長32㎜) の稚魚
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平均38㎜), 同サイズのスマ126個体, ハガツオ21個体,

ヒラソウダ４個体も採集された (図３)｡

第１回目の採集の解析

体各部測定：今回採集したかつお・まぐろ型稚魚はど

の種も外見が良く似ている｡ 現在外部形態による種判別

キーは確立されておらず, ミトコンドリアDNAによる

種判別に頼っている｡ しかし, 迅速, 簡便, 低コストで

種判別を行える外部形態による種判別の可能性を体各部

を測定して検討した｡ 検討には, マグロ類仔稚魚の専門

家である遠洋水研OBの上柳氏に参加いただいた｡ その

結果, 今回採集したかつお・まぐろ型の稚魚は, 第１背

鰭の色, 眼の大きさ, 肛門部の体高, その他の特徴で種

判別できる可能性が示された (図４)｡

日齢査定：クロマグロ稚魚の耳石日輪を数えたところ,

16‐19本, 平均17.5本であった｡ 飼育実験から耳石第１

輪は受精から４日後に形成されると推測されており, こ

れらの稚魚は５月20日頃に産卵されたと推測された｡ 南

西諸島海域でのクロマグロの産卵期は４～６月と推定さ

れているが, 1997年に日本各地で漁獲された０歳魚の耳

石日輪からは, ５月20日頃以降の産卵が示唆されている｡

クロマグロの産卵期が早まったのか, それとも従来考え

られていたよりも産卵期が早いのかは明らかではないが,

今回採集した稚魚は産卵期の初めに生まれたものと思わ

れた｡

第２回目の採集

1997年の採集に気を良くした我々は, 1998年にも, 今

度は中層トロールを主体に採集調査を実施した｡ ところ

が, 今度も ｢周囲の思惑を裏切り｣, クロマグロは調査

航海の終了間際になって２個体が採集されたのみであっ

た｡ 調査期間は５月11日から６月15日までであった｡ ク

ロマグロ稚魚がトロールで採集される体長３㎝程度にな

るには約20日を要し, 産卵期が５月20日頃以降だとすれ

ば, 採集されるのは６月10日以降と考えられる｡ そう,

他の調査航海との日程調整があったとは言え, 我々は喜

び勇んで早めに出かけて損をしてしまう落語の ｢時そば｣

の状態に陥ったのであった｡ 採集できなかったことは産

卵期が５月20日以降であることを支持する貴重な結果で

あった…というのは負け惜しみでしょうか｡

最後に

例えるならば, 今年度, 力を込めて放った右ストレー

トは空振りであったが, 調査時期を６月中旬以降に絞り

込めたので, 相手をコーナーに追いつめることができた

と思う｡ 次 (来年度) の１撃が楽しみであるが, 残念な

がら水研の機構改革によりクロマグロの担当を外れた私

の役割はここまでである｡ 調査初期の宝捜し気分を楽し

めたことを思い出に, 今後の担当者の活躍に期待したい｡

本調査では, 打ち付ける雨の中作業をしていただいた

甲板部の方々, 微妙な操船に苦心された航海士の方々,

年老いたばあさんの心臓 (エンジン) に心砕いていただ

いた機関部の方々, その他補助調査員を含め船の方全員

に一方ならぬご協力と励ましをいただきました｡ また,

調査の実施および採集物の解析については沖縄県水産試

験場, 西海区水産研究所吉村氏, 水産庁国際資源班, 上

柳氏ほか多くの方々にもお世話になりました｡ この場を

借りて御礼申し上げます｡

(浮魚資源部／温帯性まぐろ研究室)
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図４ 俊鷹丸で採集したサバ科魚類の外部形態による種判別. 各数値は標準体長に対する各部位の平均割合. 体高は肛門部
の体高. 体各部の体長に対する割合は体長によって異なるが, 本図では体長約３㎝の稚魚を想定している.
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はじめに

筆者の研究課題には, いるか資源の再生産の特性を解

明することが含まれる｡ いるかの卵巣中の卵胞発育・排

卵機構, 早期妊娠診断, 胎児の成長などを明らかにする

ことなどが大いに役立つ｡ これには生体に侵襲を与えず

に生殖器官の様子を経時的に観察することが必要になっ

てくる｡ これはまさに ｢画像診断｣ と呼ばれる手法であ

る｡

画像診断の主なものに単純X線写真 (いわゆるレント

ゲン), 超音波 (いわゆるエコー), X線CT (Ｘ線による

Computed Tomography = 断層画像の合成), MRI (Mag‐

netic Resonance Imaging, 核磁気共鳴によるCT) がある｡

単純X線写真は臓器によるX線透過率の違いを画像化し

たものである｡ 描出力は高いが, 臓器によっては被爆に

よる影響も無視できず, かつ管理区域が必要であるため

取り扱いはやや面倒である｡ 超音波診断はいわば魚探｡

超音波を送受信し, 吸収・反射の程度の違いを画像化す

るものである｡ 水はほとんど音波を吸収しないが, 骨や

空気では減衰が大きい｡ 各臓器間では似たり寄ったり｡

したがって明瞭な画像を得ることはX線よりは難しい｡

とはいえ, 胎児の形態, 成長を知るのに有能である｡ こ

れは, 羊水と胎児の音波の吸収・反射の特性 (音響イン

ピーダンスという) が大きく異なるからである｡ もう一

つの大きな特徴は, X線と異なり, 生体への影響が小さ

いことである｡ このため胎児に超音波を当てることにも

問題は少ない｡ X線CTは人間ドックなどで使われるため

身近であるが, MRIはまだまだ高価である｡ なお, 超音

波診断にも３‐D画像を得る手法があるにはあるが, こ

れも超音波の特性上, 得意分野は血流や胎児など, 液体

に関係するものとなる (伊東, 1994; 馬場, 1996)｡

このように各手法を検討し, 超音波診断の導入が有望

と判断した｡

資料集め

Stone (1990)には, 卵胞液を湛えたハンドウイルカの

胞状卵胞が描出されている｡ 実質臓器の中に水袋のよう

な部分があると, そこは超音波が透過するので黒い部分

として見える｡ ハンドウイルカ成熟個体の卵巣は, 黄体

がない場合, 長軸70㎜×短軸30㎜×厚さ10㎜程度で, 正

常な胞状卵胞の直径は大きなもので15‐16㎜程度｡ これ

だけの大きさの卵胞腔も描出できるのなら有望である｡

ちなみにStone (1990)は, 2.5MHzの超音波を使用して

いた｡ この周波数は超音波診断に使われる周波数の下限

に相当する｡ 使用周波数については, 低いほど体内深部

まで届くが, 得られる画像の解像度は低い｡ 高い場合は

その逆となる｡ 卵巣は深部にあるため, 低い周波数が必

要なことがわかる｡ 深部臓器のさらに微細な描出が必要

なときには, 高い周波数を用い, かつ超音波を送受する

部分 (探触子という) を, 体表からでなく食道, 直腸,

膣などに挿入して体腔内から超音波の送受波を行う方法

を用いる｡ これについては後述｡

インターネット, メーカー展示会, 学会報告などから

各メーカーあるいは諸先生自慢の画像を集めて人体や家

畜の画像を眺めて暮らした｡ こうしていると, 海産哺乳

類でやってみたくなるのは人情｡ ついにデモンストレー

ションを実施することとなった｡

デモンストレーション

1998年５月20日, 沼津市の伊豆三津シーパラダイスと

日立メディコ社静岡営業所の協力を得て, 超音波診断装

置のデモンストレーションを実施した｡ シーパラダイス

で行うにあたっては, かねてよりキタオットセイの委託

飼育で同館と親交の深いおっとせい研究室・清田主任研

究官 (当時) に橋渡しをお願いした｡ 当日は清田氏, 筆

者, ３名の学生, それにメーカーの担当者２名がシーパ

ラダイスへお邪魔した｡

まずはキタオットセイへの使用を試みた｡ 幸い (？)

脱毛部位のある雌個体 (体重40‐41㎏) を御供試いただ

いた｡ キタオットセイは, テラゾール40㎎が筋肉内投与

されて不動化された (清田ら, 1992)｡ シラフのキタオッ

トセイのハンドリングは試験者に危険であるとの配慮か

らだ｡ 体表には人間同様にゼリーを塗って探触子の密着

度をあげ, 3.5MHzでの描出を試みた｡ こうして得られ

たのが, 図１であり, 左右１対の腎臓が映っている｡ さ

らに今度は, 指先に沿わせて使う探触子を用いて7.5MHz

で体内からの描出にトライ｡ 供試個体の直腸に挿入して

みたが, 卵巣や子宮と確信できる画像は得られなかった｡

いるかのデモは, ショーの終了後に開始した｡ 前嶋飼

遠 洋 No.103 (November 1998)

－ 19 －

海産哺乳類の超音波診断手習い

岩 � 俊 秀

��������������������������������������

����



育長ら総勢16名のスタッフがプールを網で仕切り, ハン

ドウイルカを担架に乗せてプールサイドへと吊り上げて

くれた (図２)｡ マットの上に降ろして体に水をかけな

がらの試行｡ はじめは体長294㎝, 年齢12歳の雄であっ

た｡ 粕谷ら(1997)によれば, 太平洋側の個体が性成熟に

達するのは, 11歳以降, 体長290‐300㎝であり, その時

の精巣重量は100‐140gである｡ したがってこの個体は,

性成熟に達している可能性が高い｡ 前出のStone (1990)

には, 精巣が描出されている写真がある｡ しかし雄の生

殖器には, 雌ほどに特徴ある組織はみられない｡ 体表か

ら探触子をあて, 3.5MHzで画像を得ようと試みる｡ 案

の定 (!?), 我々は満足な画像を得ることができなかっ

た｡

続いて体長266㎝, 年齢不明の雌を揚げてもらう｡ 粕

谷ら(1997)によれば, 雌が性成熟に達するのは, 年齢範

囲６‐13歳, 体長範囲270‐290㎝である｡ したがって本

供試個体は, 体長からみて性成熟に近いものと考えられ

る｡ 筆者とメーカーの担当者が四苦八苦したあと, シー

パラダイスの香山獣医師が探触子を手にしたところで,

ようやく膀胱が見つかった (図３)｡ 膀胱の内容物は尿

なので画像が得やすいわけだ｡ 熟練者は, これを基点に

各臓器の位置関係を頭に描きながら, 目的の臓器を探し

出す｡ しかしこのあたりで時間がきて, デモを終えた｡

これらの他, 心臓, 胃, 肝臓などの像には実に興味深い

ものがあったが, 本稿では生殖器に努力を傾けたので省

略する｡ デモにおつきあいいただいた多くの方々にお礼

申し上げる｡

今後の課題

日常的にこの手法を使おうと考えると, 解決すべき課

題がいくつかある｡

第一に, 対象動物の断層解剖の把握｡ これには, 半解

凍の動物を連続的に輪切りにしていって臓器の立体配置

を確認するのが最適である｡ しかし, 出版物にも例が少

ないので, 漁業の現場での経験と既存の不親切な図譜を

もとに想像をたくましくすることで代用するしかない｡

最近, ３‐Dの人体解剖データが入手可能である｡ 各種

動物用も欲しいものだ (最近ようやくイルカの図譜を見

つけ, 手配中)｡

第二の問題は, 動物の保定である｡ 清田ら(1992)によ

り, オットセイは薬物で不動化できる｡ しかし度々とな

ると動物に与える影響が懸念される｡ いるかは担架で吊

り上げ, マットレスに伏臥させた｡ マットレスが邪魔で

腹側に探触子をあてることは困難であった (図４)｡ ま

た長時間となると体表の乾燥や体重による胸腔・腹腔臓

器の圧迫も懸念される｡ さらに多くの人力が必要な点も

大きなネックである｡ いるかについては, 今後はプール

水面に腹這いに浮かせたまま, 水中から探触子を腹部に

あてられるようにトレーナーに訓練してもらうのが上策

であろう｡

第二の問題に付随して探触子に二つの問題が生じた｡

一つは, 探触子を水中に入れた場合の防水性である｡ ひ

ととおりのシーリングはしてあるが, 水中での使用は想

定されてはいない｡ もう一つは, 探触子ケーブルの長さ

である｡ プールサイドで使用するため, 防水性の低い機
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図１ オットセイ (♀) の腎臓の画像.

図２ ハンドウイルカの取り上げ.

図３ ハンドウイルカ (♀) の膀胱の画像.

腎臓 膀胱
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器本体に水がかかる危険はある｡ したがってケーブル

(通常２ｍ) は長いほうがプールから本体を離すことが

できるのである｡ ところがこれを長くすると高い周波数

の場合には, ケーブルでの減衰が無視できなくなるのだ｡

メーカーによれば, 前者は特別な防水加工が可能とのこ

と, 後者も3.5MHzなら４‐５mまで問題ないとのことで,

十分解決可能である｡

第三の問題は, 次の段階での問題であるが, 体内から

の描出である｡ Stone(1990)にも食道, 膣, 直腸から撮っ

た写真はなかった｡ 必要が無いのか, 技術が未発達なの

かさらに近年の文献を渉猟する必要もあろう｡ いずれに

しろ解像度の高い画像が得られる手法なので, やる価値

はある｡

おわりに

獣医療に超音波診断が普及し始めたのは, 1980年代前

半のこと｡ すなわち筆者が学部生のころであり, 正直な

ところ馴染みは少ない｡ したがって, 導入できた暁には

自分や同僚の体を用いてせっせと練習する所存｡ 職場の

皆さん, ほとんど無害だから自分の内臓を僕と一緒に見

てみませんか？
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図４ ハンドウイルカに探触子をあて, モニタをのぞき込む参加者
(シャチのＴシャツを着たのが筆者) .
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生態系研究室は平成６年６月に出発した｡ 遠洋水産研

究所における外洋生態系研究の必要性から, 北洋資源部

にあった ｢さけます生態研究室｣ を廃止して新設したも

のである｡ この研究室が設置された経緯をここで詳しく

書く余裕はないが, 遠洋水産研究所内部での検討に加え

て, 平成５年度に実施された農林水産技術会議による研

究レビューの指摘を受けて設置された｡ その後, 平成10

年10月の水産庁水産研究所の組織改正で, 生態系研究室

の機能は北海道区水産研究所に移され, 遠洋水産研究所

での生態系研究室の使命は終了した｡ このあいだの活動

期間はわずか４年４ヶ月ときわめて短かったが, 大きな

研究成果をあげることができた｡ ここでは, 生態系研究

室の研究活動を簡単に振り返る｡

生態系研究室が取り組んだ研究テーマは ｢さけ・ます

類を中心とする生物生産の解明｣ である｡ これは, 近年,

北太平洋に生息するさけ・ます類の環境収容力が大きな

科学的関心を呼んだことに原因する｡ わが国では, シロ

ザケ幼魚の大量放流 (年間20億尾) によって親魚の回帰

尾数が毎年数千万尾以上に達したが, これに伴って回帰

魚に小型化と高齢化が見られるようになり, さけ・ます

類の成長を支える北洋の生産力は決して無限ではないと

考えられ始めた｡ また, 気候と海洋の長期変動とさけ・

ます類の漁獲量変動の研究結果から, 両者には密接な関

係が示唆されるようになった｡ 生態系研究室では, こう

した背景のなか, 所内の研究者のほかに, 他の水産研究

所や大学の研究者と連携して, 気候・海洋変動, 基礎生

産, 餌生物 (動物プランクトン), 捕食者など, 北洋に

おけるさけ・ます類を中心とする生物生産の仕組みを明

らかにする研究を行った｡ 得られた成果は数多いが, さ

け・ます類の捕食者の評価, さけ・ます類によるトップ

ダウン制御, さけ・ます資源に及ぼす気候変動の地域的

影響などが主要な成果として挙げられる｡

さけ・ます類の捕食者に関しては, 外洋域でネズミザ

メによるさけ・ます類の捕食量を推定したほか, 沿岸域

では海鳥類 (ウトウ, ウミネコ) が日本産シロザケ幼魚

の主要な捕食者であることを示した｡ 特にネズミザメの

研究は外洋性サメ類による魚類捕食量を推定した世界第

二例目の研究であり, 内容に対する評価も高い｡ 具体的

には, ネズミザメに１年間に捕食されるさけ・ます類の

個体数は7300万～1億4600万尾と推定され, これは北太

平洋沿岸諸国に産卵のために回帰する親魚量の13～25％

に相当する｡

さけ・ます類によるトップダウン制御に関する研究は,

海洋・南大洋部の高緯度域海洋研究室と北洋資源部さけ

ます研究室との共同によるものである｡ この研究成果は,

さけ・ます類が多い場所や年には動物プランクトン量が

減少して, 植物プランクトン量が増加するが, さけ・ま

す類が少ない場所と年には動物プランクトン量と植物プ

ランクトン量は前者とは反対の傾向を示すというもので

ある｡ この結果は世界の多くの海洋学と水産学の研究者

に驚きを与えた｡ というのは, 北洋域は動植物プランク

トンの生産量がきわめて高い水域であり, さけ・ます類

が近年著しく増加したからと言ってそれらの摂餌によっ

て動植物プランクトン量が影響を受けるとは考えられな

かったからである｡ しかし, 私たちの研究ではさけ・ま

す類と動物プランクトンのあいだに明確な負の量的関係

が読み取れ, そのことを著した論文は大きな反響を呼ん

だ｡ 今後, 他の研究者による検証を含め, さらに研究が

進むと思われるが, 北洋域におけるトップダウン制御の

論文がこの海域における生物生産の研究に与えた影響は

大きい｡

北太平洋および周辺域では, 1970年代半ばに大きな気

候の変動 (レジームシフト) があり, 海洋の低次生産力

やさけ・ます類などの高次生物の資源量にも影響を及ぼ

していると言われている｡ しかし, 気候変動が各水域の

生物生産にどのように結びついているかはほとんど明ら

かにされていなかった｡ この点に関して, 生態系研究室

では, 1970年代半ばから勢力を増したアリューシャン低

気圧に注目してその影響を調べた結果, 北太平洋の東西

でアリューシャン低気圧の影響が異なり, それに呼応す

るようにアジア系と北米系のさけ・ます類が異なった資

源変動を示すことを明らかにした｡ そして, 特にサハリ

ン産カラフトマスが北西太平洋の気候・海洋変動と一致

した資源変動を行っていることを見出した｡

このほか, 生態系研究室では, オホーツク海における

浮魚群集を明らかにしたほか, 動物プランクトンの分布

や季節変化に関しても重要な知見を得た｡ また, 寄生虫

を用いたミンククジラやアカイカの系群研究で大きな成
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組織改正により看板を降ろした研究室から

生態系研究室の研究活動
長 澤 和 也
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果をあげ, ベーリング海のはだかいわし類, 特にコヒレ

ハダカの分布や年齢・成長を明らかにすることができた｡

他方, こうした研究成果とは別に, 多くの研究者との

交流を通して, 個々の研究者が専門性を有することの重

要性と, 彼らの専門性を活かした研究チームづくりの大

切さを学んだ｡ 生態系研究自体, 奥深くかつ幅広い研究

領域であり, 研究フィールドが広大な北洋域であるため,

個人で研究を行うことは不可能である｡ 研究を分担し,

時機を逸することなくお互いにデータを共有し得る優秀

な研究仲間 (チーム) の存在が不可欠であった｡ 日々,

研究者間の連絡に追われることもあったが, 異分野の優

さけます研究室は, さけ・ます類, その他の寒流系の

遠洋浮魚類の資源及びその管理並びに生態に関する調査

及び試験研究を行ってきた｡ 特に, 1989年からは, 他の

研究室や研究機関と協力して, さけ・ます幼魚調査を,

また1991年からは180度線におけるさけ・ます類を中心

とした生態系調査を開始した｡ その結果, オホーツク海

がさけ・ます幼魚の重要な成育場となっていることを明

らかにするとともに, 資源量推定の手法を確立した｡ ま

た, シロザケの小型化が日本系だけでなくロシア系にも

見られ, 中部北太平洋における海洋生活３年目の密度効

果によること, さらにさけ・ます類の資源変動が植物プ

ランクトン量や動物プランクトン量に影響することなど

を明らかにした｡

一方, 調査船調査により夏季及び冬季の沖合水域にお

けるさけ・ます類の分布豊度を把握するとともに, 回帰

量予測の可能性を示した｡ また, 漁獲統計の解析により

ロシア沿岸におけるさけ・ます漁獲量を予測するととも

に, 日本及びロシア200海里内で漁獲されるさけ・ます

類の系群を識別した｡

現在, 北太平洋のさけ・ます資源は, 公海における漁

業の禁止, 人工ふ化放流量の増加, 良好な海洋環境条件

などにより, 高い水準にある｡ 特に人工ふ化放流が主体

である日本によるシロザケ漁獲量は, 北太平洋のシロザ

ケ漁獲量の約70％を占め, その資源豊度は高い水準にあ

る｡ しかし, 他系群や他魚種の成長や生残への影響が懸

秀な研究者と論議し共同研究を進めることができたのは

望外の喜びであり, 役得でもあった｡ 研究チームづくり

を通じて, 最も大きな収穫を得たのは筆者自身かも知れ

ない｡

短い期間でありながらも, 生態系研究室が大きな研究

成果をあげることができたのは, 多くの研究者や調査船

乗組員, 行政部門の担当者から数知れない支援があった

お陰である｡ ここに厚くお礼を申し上げると同時に, ま

だ発表していない貴重なデータを公表する際にも変わら

ぬご指導とご助言をお願いする次第である｡

(企画連絡科長／元北洋資源部生態系研究室長)

念されている｡ 200海里内におけるさけ・ます漁業の継

続, 各国のふ化放流量の増大, 地球規模の気候変動とさ

け・ます資源との関係など, 人為及び天然の要因を考慮

した, さけ・ます資源の持続的利用が望まれている｡

公海におけるさけ・ます漁業は, 1993年に締結された

｢北太平洋における溯河性魚類系群保存のための条約｣

により, 1992年の操業を最後に禁止された｡ この新たな

条約に基づき, 北太平洋溯河性魚類委員会 (NPAFC)

が設置され, 北緯33度以北の北太平洋及び接続水域にお

ける溯河性魚種および生態学上関連する種について, 科

学調査統計小委員会は各種の科学調査を勧告している｡

一方, 日本及びロシア200海里内では, 1985年に締結

された ｢日ソ漁業協力協定｣ にもとづき, さけ・ます漁

業が継続されている｡ この条約にもとづき, 日ロ漁業合

同委員会が設置され, 北西太平洋におけるさけ・ます類

の資源状態が日露漁業専門家・科学者会議のさけ・ます

分科会で検討され, 合同委員会において, さけ・ます漁

業の操業条件 (漁獲枠・協力金など) が協議される｡

今後のさけ・ます類の資源研究における第１の課題は,

気候変動などに伴い変化する海洋生態系との調和を図り

つつ, 高いさけ・ます類の生産を維持することである｡

特に, 系群間の相互関係や再生産・成長に及ぼす気候変

動の影響を把握することが重要である｡

また, 第２の課題は, 日ロ間の200海里内の漁業調整

を円滑に行うための科学的基礎資料を整備し, ロシア200
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��������������������������������������

����



海里内での日本漁船の安定的な操業を図るとともに, 日

本200海里内のロシア系さけ・ます資源を適正に管理利

用することである｡

想定される今後の具体的な研究課題は次の通りである｡

１)北太平洋水域におけるさけ・ます類の資源動態に関

する調査研究

１‐１)さけ・ます類の資源評価と短期的・長期的な

資源動態の予測

１‐２)人工再生産さけ・ます類と天然再生産さけ・

ます類の沖合における相互作用の解明

１‐３)さけ・ます類を中心とする北太平洋生態系構

造の解明

２)日ロ200海里内におけるさけ・ます類の資源管理に関

する調査研究

２‐１)日本200海里内に来遊するロシア系さけ・ます

類の適正漁獲量の推定

ベーリング公海におけるスケトウダラ漁業は資源の減

少により1993年から停止されている｡ 1995年に発効した

｢中央ベーリング海におけるすけとうだら資源の保存及

び管理に関する条約｣ の中で, 特定水域における海盆産

卵群資源量が100万トンを超えた場合に漁業が再開され

ることとなっているが, 近年の産卵群資源量はおよそ50

万トン前後の低水準のまま推移しており, 資源の回復を

待っている｡ 一方, 中部北太平洋海山海域ではクサカリ

ツボダイやキンメダイを対象とした底魚漁業が継続して

いる｡ 北洋底魚研究室では海盆スケトウダラおよび海山

底魚類の資源構造・動態の解析と生残・加入機構の解明

を進めてきた｡ 多くの関係諸機関の協力を得て, これら

の海域の資源に関して多くの知見が集積されつつある｡

若干の推測も交えて, 海盆スケトウダラのライフサイク

ルをみると, 以下のシナリオが可能性の一つとして浮か

び上がってくる｡

海盆産卵群に由来する仔魚は海盆に留まると死滅する

が, 東部大陸棚に移送されると大陸棚の仔魚と混在しな

がら分布する｡ その後の稚魚期・幼魚期および未成魚期

には大陸棚上で季節的な回遊を繰り返しながら, 海洋条

件に対応して棲息域を大陸棚外縁領域, 中央領域と変化

２‐２)ロシア200海里内における日本系さけ・ます類

の資源管理

２‐３)さけ・ます類の系群識別に関する調査研究

遠洋水研での16年６ヶ月の勤務から, この平成10年10

月１日付で北水研勤務となった｡ 日本一の富士山が見え

る清水では, 国内・国外の研究者, そして先輩・後輩の

協力を得て, さけ・ます類の調査・研究を有意義に行う

ことができた｡ お世話になった方々に心から感謝したい｡

清水での蓄積を北水研に移転し, 新たなさけ・ます研究

展開のお手伝いができればと思っている｡ 閉塞感の漂う

社会情勢だが, 水産研究においてもなんらかの打開策が

必要である｡ 悲観するばかりの下り坂では水産業も, 水

産研究も成り立たない｡ 北水研へのさけ・ます研究の機

能移転が, 苦労もあるだろうが, 喜びもある上り坂であ

ると信じている｡

(北海道区水産研究所国際海洋資源研究官)／元北洋資源部さけます研究室長

させるものと思われる｡ このような分布の変化に対応し

て, この時期に経験する被食による死亡率にもある程度

の年変動が生じる可能性が考えられる｡ たまたま仔稚魚

期および未成魚期における生残が良かった場合には強勢

年級が発生する｡ ４歳あるいは５歳で成熟を開始するこ

ろから, 大陸棚上の一部の成魚は海盆へ加入してくる｡

この海盆への加入により資源豊度が高くなれば, 公海域

を含む海盆域に分布が広がるものと思われるが, 近年の

加入は低水準であり, 分布域も海盆南東部の産卵海域周

辺の狭い範囲に限られている｡ これまでに得られている

遺伝学的な解析結果からは西部大陸棚資源は海盆資源に

は大きく寄与していないように思われる｡

1970年代後半には非常に高水準であった海盆への加入

量は, 1980年代以降低水準になっている｡ 1989年級は大

陸棚上では強勢年級であったが, 海盆への加入は1995年

にわずかにみられただけでその後の加入はみられていな

い｡ 東部大陸棚上での密度効果が海盆への加入に影響し

ているというような単純なメカニズムでもなさそうに思

われる｡ ベーリング海を含む北部北太平洋では1970年代

が寒冷期であったのに対して, 1980年代以降温暖期となっ

ていることが知られている｡ このような海洋環境の長期
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的な変動が海盆加入量に影響している可能性を考慮する

必要があるのかもしれない｡ このような海盆への成魚加

入のタイミングとメカニズムも未知な点が残されている｡

資源量を決定すると考えられる初期生残機構, その後の

幼魚期・未成魚期の減耗過程については完全に解明され

てはいない｡ 海盆海域という北洋生態系の中で鍵種とな

るスケトウダラに関する知見は決して完全に揃っている

訳ではなくまだ研究する余地が多く残されている｡

水産工学研究所の多大な協力を得て, 海盆スケトウダ

ラの現存量把握のための音響調査手法はほぼ確立しつつ

ある｡ また, アラスカ漁業科学センター (AFSC) と共

同で行っている仔稚魚期の生残・加入調査も過去３回の

1957年東海区水産研究所資源部に海獣科が新設され,

1967年に遠洋水産研究所に移転しておっとせい研究室が

誕生した｡ 誕生の背景には1957年に日米加ソの四カ国よ

り締結された ｢北太平洋のおっとせいの保存に関する暫

定条約｣ がある｡ 条約でオットセイの資源生物生態に関

する調査研究が義務付けられたため, その実施母体が必

要となったわけである｡ 海獣科新設から数えるとまるま

る40年経ったことになるが, 平成10年10月１日をもって

組織改正により研究室が解消となった｡ 最後の関係者と

しては40年間の研究室の活動を紹介しなければならない

が, それは時間と紙面の都合により次の機会とし, 今回

は近年 (1984年以降) の研究室の活動を紹介して解消の

挨拶としたい｡

1984年というのはオットセイ保存条約が失効した年で

あり, その後の研究室の命運を決めた年である｡ 当時オッ

トセイ資源は最盛期 (1950年代) の半分以下 (約100万

頭) と低迷しており, 資源減少要因の解明が大きな課題

であった｡ 中でも網絡まりと混獲は日本漁業に深く関係

する大きな問題であった｡ 網絡まりとは漂流中の漁網片

やプラスチックバンド片にオットセイが絡まり死亡する

問題で, 1967年におっとせい年次会議で初めて報告され

た｡ 以後音沙汰無かったが, 突然1982年にプリビロフ諸

島のオットセイ資源の５％が網絡まりで死亡していると

米国が報告し, 同諸島周辺で操業していた日本のスケト

調査でその手法が確立され, 今後はより多くの年変動を

把握することで成果が得られるものと期待できる｡ AFSC

からはベーリング海を含む北部北太平洋全域のスケトウ

ダラの遺伝学的な解析を協力して行いたいとの提案がな

されている｡ 海山底魚類についても再生産機構, 食性を

中心とした種間関係, 遺伝学的な特性などが明らかにさ

れつつある｡ 今後新たに構築される亜寒帯漁業資源研究

の体制の中で, 今後ますます忙しくなるであろう北海道

周辺海域およびロシア海域を視野に入れつつ, これらの

調査・研究がどのような位置付けで実施されることにな

るのか, 戸惑いの中で研究室機能は北水研に移転するこ

ととなった｡

(北海道区水産研究所亜寒帯漁業資源部底魚生態研究室長)／元北洋資源部北洋底魚研究室長

ウダラ漁船の厳しい規制へと繋がった｡ おっとせい研究

室は飼育下, 海上および繁殖島上の３視点から調査を開

始し, 網絡まり機構と絡まり網がオットセイの遊泳に及

ぼす影響, 海上における漂流物と網絡まりオットセイの

分布, 数量, および陸上における網絡まり率の変動や絡

まり異物の種類, 量などについて調べた｡ 最終的に網絡

まり死亡はオットセイ資源減少の一因ではあるが主因で

はないということになったが, 野生生物と海洋環境の保

全という今日的な問題へと発展した｡

混獲は, 北洋におけるさけ・ます流し網漁業や北太平

洋中央水域におけるアカイカ流し網漁業にオットセイや

イルカ, 海鳥, 海亀, サメなどが絡まり死亡する問題で

ある｡ 分布, 生物データおよびオブザーバ混獲データの

解析から, 混獲がオットセイ資源に及ぼす影響はさほど

大きくないということがわかったが, 公海域の大規模流

し網漁業は1992年にモラトリアム (一時停止) となった｡

公海域の流し網漁業におけるオットセイの混獲はなくなっ

たが, ロシアの200海里水域内ではさけ・ます流し網漁

業が行われており注意が必要である｡

網絡まりや混獲問題に対応する傍ら, 生物汚染やバイ

オテレメトリー機器開発, 飼育下研究などを行った｡ 年

代は多少重複するが, 1987年から人工衛星を用いた大型

海洋野生生物の追跡技術の開発を, また1989年から大型

別枠研究 ｢バイオコスモス｣ に参画してデータロガーと
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アルゴスシステムを組み合わせた回収型の生態観測技術

の開発を行った｡ どちらかと言えば行政臭くないアカデ

ミックな内容で, ｢暇でいいですなあー｣ と揶揄された

課題であるが, その揶揄も時代とともに薄れ, 衛星テレ

メトリー技術は, 現在イルカ, アザラシ, 海亀, 海鳥な

どに応用されている｡ 回収型生態観測技術は実用化する

にはあと一歩の開発 (回収を伴わない情報伝送の開発)

が必要である｡

1989年にはオットセイ飼育研究会を設立し, 毎秋開催

してきた｡ 現在 (1998年12月) 国内の５つの水族館と委

託飼育契約を結び, 約50頭のオットセイを飼育している｡

飼育者と研究者間の情報交換を図り, オットセイ研究と

飼育技術の向上が目的である｡ これまでにオットセイの

成長, 必要餌量, 餌料選択性, 餌種による消化の違い,

繁殖ホルモンの周年動態, 漁網片絡まり, 流し網視認な

どの実験を行った｡ 各々の成果は国内の学会や飼育研究

会報 (遠洋水産研究所発行) で発表している｡

1990年からは環境庁の地球環境研究総合推進費を獲得

して, 愛媛大学と共同で重金属及び有機塩素化合物によ

るオットセイの汚染被害実態と生体濃縮過程の研究を行っ

た｡ オットセイの内臓諸器官における重金属蓄積濃度の

加齢変動, 毛を用いた重金属のモニタリング手法, PCB

蓄積濃度の母子間移行, あるいは過去20年間及ぶオット

セイの有機塩素化合物の汚染実態の再現などについて成

果を報告し, 内外で高い評価を得た｡

1993年からは, オットセイの子孫継承メカニズムの調

査を米国のプリビロフ諸島で開始した｡ 同諸島のオット

セイ資源が回復しない原因は, オットセイの社会構造に

問題があるかもしれないという疑問を解明するためであ

る｡ 従来から続いた日米網絡まり繁殖島調査に新たに組

平成10年10月１日, 遠洋水産研究所の組織改正により,

従来焼津漁港を拠点として活動していた浮魚資源部かつ

お・まぐろ調査研究室 (略称 ｢か・ま調研｣) は本所

(清水) に吸収され, 遠洋水産研究所の組織上から消え

ることとなった｡ その設立から40数年の間, 調査機関と

しての焼津が果たしてきた機能を振り返ってみたい｡

国立水産研究所が全国８ヶ所に分散・設置された昭和

み込んだ研究課題で, 調査計画書を米国政府に提出し日

本で初めて調査許可書を取得した｡ 結果が大変期待され

ているが, 調査終盤にきて中断となってしまった｡

1994年からは, 日露科学技術協力協定に基づき ｢極東

における海獣類の生態に関する研究｣ をスタートさせた｡

繁殖島上および海上におけるオットセイ, トドの生態調

査を行う予定であったが, 予算の獲得やロシア国内にお

ける調査許可取得の困難さなどにより, 現在は衛星テレ

メトリーによるオットセイの分布回遊調査だけを実施し

ている｡

最後になるが, 1997年からは生態系におけるオットセ

イの地位の解明を目的として, 北日本の沖合底引き網漁

場におけるオットセイの捕食量と餌生物との相互関係に

関する調査を開始した｡ ２隻の調査船を同時に動かし,

１隻でオットセイの捕獲と流し網による表層性生物の採

集を, もう１隻で, オットセイの捕獲地点で中層トロー

ルを行い中層性の生物の採集とプランクトンネットによ

る動物プランクトンの採集を行った｡ また非捕殺的な生

態研究手法を開発するため, 糞や嘔吐物による食性分析

法とテレメトリーによる摂餌場探索法の試験を行った｡

２隻の船を同時に使用しての調査は初めてであったが,

オットセイを巡る食物網や捕食量の推定に必要なデータ

を得ることができた｡

以上述べた様に, 室長, 室員の２名でかなりのことを

やってきたと思っているが, 時間に追われ論文発表が遅

れ, 外からは何もしてない様に見られている｡ 今後1984

年以前の研究活動を整理すると共に, おっとせい研究室

在籍中に収集したデータの総合的な解析を進め成果を公

表していく予定である｡

(国際海洋生物研究官／元北洋資源部おっとせい研究室長)

24年, 東北水研と南海水研 (現遠洋水研) の飛び地とし

て, 漁業の実態と情報の収集そして生物調査 (かつお・

まぐろ・かじき類調査) を目的とした研究推進上欠かす

ことができない諸情報の収集基地 (試験地) が焼津に置

かれた｡ 焼津試験地は, かつお・まぐろ等の生物調査を

したのは勿論のこと, 現在のような漁獲成績報告書の提

出義務がなかった時代における唯一のかつお・まぐろの
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情報収集基地となり, そこで得られた情報入手の正確か

つ迅速性は研究推進に大きな役割を果たしてきたと考え

る｡

その後, 漁場が３大洋に拡大されるに伴い漁業規模が

益々大きくなるにつれ情報収集基地としての機能も整備

され, 焼津試験地から焼津分室に格上げされ, さらに昭

和63年４月の組織改編では, 念願のかつお・まぐろ調査

研究室 (初代室長 本間 操氏, ２代目室長 藁科侑生氏)

に昇格した｡ 仕事の内容は生物調査は勿論のこと, 漁業

諸情報の収集や漁業者と水産研究所の接点としての役割

も果たしてきた｡ 特に漁業者や流通加工業者の生の声を

聴取できたことや, 情報の提供・還元等, 水産行政上に

大きく寄与してきたものと思う｡

また, 焼津試験地－焼津分室－かつお・まぐろ調査研

究室には, 旧時代 (焼津試験地－焼津分室) において

は漁期の最盛期, 早朝という厳しい作業環境のなか, 多

くの研究者に来ていただき諸作業を応援して頂いた｡ ま

た, これらの業務を手助けていただく一方で, 各々独自

の研究用のサンプル収集に情熱を燃やしたものである｡

この時代に蓄積された諸資料は現在でも仕事の上で大き

な“糧や力”となっているはずである｡ いわば机上では

入手不可能なサンプルや情報の収集拠点として位置付け

られていたのである｡

また, 例え短期間であっても研究者が直接漁業者に接

しながら生物調査をすることが, その研究者にとって研

究推進上大きな財産になったものと思うし, さらに年を

重ねそれらを蓄積することによって, 何時, 何処で, ど

のような大きさの魚種が漁獲対象となるか, また漁獲量

は等々, 現場は研究者にとってすばらしい情報を提供し

てくれる“情報の山・宝の山”でもあった｡

因みにかつお・まぐろ調査研究室の生物調査結果を表

１に示した｡ 毎年どのくらいの漁船を対象に, どのくら

いの数の調査をしているかおわかり頂けるであろう｡ こ

れらの調査対象はいずれも３大洋に万遍なく及んでいる｡

官公庁船による生物調査が東部太平洋に集中しているの

と対照的である｡ また, 表１に示した焼津における調査

尾数は, 官公庁船によるものの常に約２倍に達している

ことも焼津の重要性を表す指標になるであろう｡

焼津に40数年間, しっかり根を下ろしたこの調査・研

究施設が組織上なくなることには, 断腸の思いがする｡

それと同時に“どのような理由か”“これでよいのか”

と退官した現在でもその思いが離れない｡

もしかしたら, 近い将来再び何らかの形で機能が“復

活”するかもしれない…と期待している｡

終わりに, かつお・まぐろ調査研究室が組織上なくな

ることについて漁業者や流通加工業者等から“今後, 情

報収集についてどこに相談したら良いか”との問い合わ

せが殺到し返答に窮していることを記して置く｡

(元浮魚資源部かつお・まぐろ調査研究室長)
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年 生物調査
延べ船数

尾 数
年計ﾋﾞﾝﾅｶﾞ ﾒﾊﾞﾁ ｷﾊﾀﾞ ｸﾛﾏｸﾞﾛ ﾐﾅﾐﾏｸﾞﾛ ｶｼﾞｷ類 ｶﾂｵ

1988 530 33,352 34,718 58,365 63 6 8,164 102,879 237,547
1989 528 41,403 27,245 67,882 184 53 6,007 72,641 215,415
1990 481 36,343 22,144 44,466 540 47 1,832 77,453 182,825
1991 368 37,331 16,271 33,945 2,469 3,131 73,622 166,769
1992 407 48,873 10,967 36,026 1,128 3,414 81,083 181,491
1993 378 43,034 14,646 22,652 171 6,177 3,830 83,442 173,952
1994 311 50,273 13,869 17,558 566 26,027 2,804 88,902 199,999
1995 283 75,377 12,997 19,514 251 32,964 2,870 63,087 207,060
1996 234 57,445 24,077 27,257 783 21,809 3,217 57,449 192,037
1997 193 54,197 27,083 21,549 100 10,660 2,409 53,383 169,381

表１ かつお・まぐろ調査・研究室による魚種別・魚体測定の一覧表.
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数理解析研究室は平成10年10月１日の組織改正にとも

ない, 浮魚資源部に新設された研究室である｡ 近年, 水

産資源の研究に, 高度な統計手法や数理モデルが用いら

れることが多くなっている｡ これに対応するため, 遠洋

水産研究所では1994年に所内横断的に数理解析グループ

が編成され, 資源評価をはじめ様々な問題に対応してき

た｡ 数理解析研究室は, この数理解析グループが正式に

研究室として認知されたものと見ることもできる｡

これまで数理解析グループでは, ブートストラップ法,

最尤法, ベイズ統計, 一般化線形モデル, といった統計

手法や, 計算機シミュレーションや数理生態学の概念を

水産資源の研究に応用してきた｡ 例えばこれまで手がけ

てきた研究として, 標識再捕による死亡係数の推定, 体

長組成の年齢分解, CPUEの標準化, チューニングVPA

をはじめとする資源評価モデルの開発と検討, およびこ

れらの不確実性の評価, 資源管理手法の検討などを挙げ

ることができる｡

今後も上記のような統計・数理手法を用いて, 水産資

源の研究を進めていくつもりである｡ 現在重点的に扱っ

ている問題として,

①一般化線形モデルを用いたCPUEの標準化と, そこか

ら派生する様々な統計的諸問題の検討

②チューニングVPAや非平衡プロダクションモデルなど

資源評価モデルの開発とその妥当性の検討

③SPR等の新しい資源管理基準に関する研究

などがある｡

これらに加えて, 今後重要性を増しそうな研究テーマ

として, 回遊行動を考慮した資源評価モデル, より精度

の高い年齢分解の方法, 予防的措置 (Precautionary

approach) や保全生物学を考慮した資源管理の方法, 漁

業以外の情報を用いた資源量推定, などが挙げられる｡

数理解析研究室では独自の研究を行うとともに, 浮魚

資源部や近海かつお・まぐろ資源部を中心とする, 各部

の研究室が行う資源評価や管理に関する研究を, 数理的

な面から支援することになろう｡ 対象種の資源評価や資

源管理に直接責任を負う研究室に対し, 方法論の検討・

開発とその応用を主とする, スタッフ部門としての位置

づけを考えている｡ 他研究室と同化し, 研究員が他研究

室に埋没してしまえば, 数理解析研究室の意味はなくな

る｡ 一方, 各研究室のニーズからかけ離れたことをやっ

ていたのでは, これまた存在価値がない｡ ｢つかずはな

れず｣ の状態が理想であると考えている｡

遠洋水研の業務として, 各種国際漁業委員会への対応

がある｡ こういった会議で数理系の研究者が幅を利かせ,

国際漁業委員会における議論のかなりの部分が, 実は統

計学の使い方に関する論争であったり, 数理モデルの信

頼性に関する論争であったりすることが少なくない｡ こ

れは決して望ましい状況とは言えないと思うが, 現実の

一面ではある｡ このため, これまでもCCSBT (みなみ

まぐろ保存委員会), ICCAT (大西洋まぐろ類保存国際

委員会), IWC (国際捕鯨委員会) 等種々の国際漁業委

員会に対応してきたし, 今後も重要な業務の一つとなる

であろう｡

しかしこういった会議対策にばかり振り回されている

と, 研究の質は確実に低下する｡ 結局, 会議に出席して

も何ら科学的な貢献はできず, 内容をフォローし議論に

ついていくだけで精一杯ということになってしまう｡ 他

人の後追いではない, 国際漁業委員会をリードできるよ

うな研究を生み出していくためにも, 数理解析研究室が

単なる国際会議対策室にならないことを切望している｡

ところで, 数理解析研究室の構成員のバックグラウン

ドは数学や物理学である｡ 生っ粋の水産研究者と比べれ

ば, 水産に関する知識は決して十分ではないが, 水産研

究者と十分意志の疎通ができるよう普段から心がけてい

るつもりである｡ 数理関係で何か疑問や問題が生じたら,

気楽に相談していただきたい｡

まだまだ力不足な面もあるが, 水産研究の発展に数理

の面から寄与できればと考えている｡

(浮魚資源部／数理解析研究室長)
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研究室紹介
数理解析研究室

平 松 一 彦
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平成10年10月の組織改正以前に, 水産庁研究所の中で

シンボルマ－クがないのは, 遠洋水産研究所だけであっ

た｡ 過去において, 遠洋水研シンボルマーク制定のため

の努力がなされたこともあったが途中挫折したままになっ

ていた｡

平成10年10月１日の組織改正により遠洋水研が新しく

生まれ変わることとなり, この期を捉え今後の研究所の

活性化を図る面からもシンボルが必要であるとの機運を

生じ, １月14日開催された部課長会議で, 遠洋水研のシ

ンボルに相応しいロゴマ－クの作成, 制定をすることが

議決された｡

これを受け, 各部から選出された２名の委員をメンバ－

とする遠洋水産研究所ロゴマ－ク制定委員会 (委員長：

渡邉 真) を設置し, 募集規定等を作成, 公募した｡ そ

の結果, 委員会で図案とその意図等を考慮し５点を選考

し, 遠洋水研職員の投票を行い委員会で開票し, 多数の

票を集めた辻祥子氏の作品を委員会として最終的に選出

し, 部課長会議に報告して決定した｡

なお, 当該作品の提案者に対し金一封を部課長積立金

から贈呈し考案の労をねぎらった｡ その後, デザイナー

のアドバイスを受けて完成したのが下に示すシンボルマー

クである｡ 海を表わす３本の曲線は３大洋 (緑色：太平

洋, 水色：インド洋, 青色：大西洋) 及び海洋の表, 中,

底層を示し, 上方の球は地球 (青い地球＝水, つまり水

の球体) を示している｡ いかにも, 世界をまたにかける

遠洋水研にふさわしいシンボルマークではないだろうか｡

(遠洋水産研究所ロゴマーク制定委員長)
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遠洋水産研究所ロゴマ－クの制定について

渡 邉 真
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近年著しく世界中に普及してきたものがある｡ それは,

マルチメディアを中心とした, インターネットである｡

近年, 急速に世界に普及してきたマルチメディア, イ

ンターネット等の情報処理・通信技術の発達は, 情報の

生産, 蓄積, 流通及び利用の仕組みを変えるとともに,

コミュニケーションの手段を豊富にしている｡ 研究所の

活動における情報の収集, 利用, 発信等が従来より行な

われてきた要覧等の紙による情報発信から飛躍的な効率

化・高度化をもたらしてきている｡

研究の場面においては, インターネットの普及等によ

り, リアルタイムの情報の取得が可能になるとともに,

世界に向けて研究成果及び現在取り組んでいる研究に関

する情報を発信することができるようになった｡ そこで,

インターネットを通じて多くの閲覧者に遠洋水研の研究

者の働き振りをＰＲするため, ホームページを平成７年

度に開設した｡ 現在の主な掲載内容は, 最近の国際会議

の報告・遠洋水研の内外の研究成果及び研究を取り巻く

状況について, 検討・情報交換を行うための談話会報告・

研究成果情報 (平成６年度より) ・刊行物 (遠洋101号

より, また研究報告を34号から) 等を発信している｡ イ

ンターネット上での研究情報の発信は, 研究情報の流通

の迅速化, 研究者間の情報交流, 研究所の広報など今後

一層増加していくものと考えられる｡ しかし, 良い事ば

かりではなく, 不正にアクセスしてくるウイルス*はコ

ンピュターが増せば増すほど新種のウイルスが発見され

新聞沙汰になるケースが時々見られる｡ それに対応する

ために多くの資金を投入しなければならず, コンピュター

がなくならない限りイタチごっこが続くであろう｡ イン

ターネットによる情報収集・発信活動は関連技術の高度

化により年々高い専門性が要求され, 今までより一層の

質の向上が求められている｡ 情報係が対応しているホー

ムページについては, アップデートを常日頃から心掛け

ていないとあきられてしまう｡ 今後増々増大する情報の

発信を只単に発信するだけではなく閲覧者の方に分かり

やすいような努力が必要である｡

(企画連絡室／情報係)

* 第三者のプログラムやデータベースに対して意図的に

何らかの被害を及ぼすように作られたプログラムであり,

自己伝染機能, 潜伏機能, 発病機能の少なくとも一つ以

上の機能を有するものをいう｡

ホームページ http://www.enyo.affrc.go.jp

遠 洋 No.103 (November 1998)

－ 30 －

ホームページの紹介

渡 邉 真
佐々木友弘
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刊行物ニュース
（下線を付けた著者は遠洋水産研究所の研究者を示す）
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3) 外洋性大型イカ類に関するシンポジウム論文集

Masuda, S., Yokawa, K., Yatsu, A. and Kawahara, S. (1998): Growth and population structure of Dosidicus gigas in the
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遠洋水産研究所研究報告・ニュース

1) 遠洋水産研究所研究報告

伊藤外夫・石田行正 (1998): 鱗相によるさけ・ます類の種の同定と年齢査定．遠洋水研報，No.35: 131-154.
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2) 遠洋水産研究所ニュース
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報告書
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遠洋水産研究所．
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柳本  卓 (1998): 中部北太平洋海山海域におけるクサカリツボダイ仔稚魚調査．平成 8 年度開洋丸第 6 次調査航海報

告書．234p. 水産庁．

谷津明彦・若林敏江・甲藤幸一 (1998): 1995 年照洋丸調査によるインド洋におけるトビイカの分布と生物学的特性．

平成 7 年度照洋丸第二次調査航海－インド洋いか類およびまぐろ類資源分布調査－調査報告書．p.191-208. 遠

洋水産研究所．

学会・研究集会等講演

1) 平成 10 年度日本水産学会春季大会講演要旨集

張　成年・上柳昭治・伊藤智幸・辻　祥子・西川康夫 (1998): 表中層トロールで採集したカツオ・マグロ型稚魚 2．

Mt-DNA 及び形態に基く魚種の判定．p.38.

Hearn, B.・北田修一・西田　勤・岸野洋久 (1998): 標識再捕から推定したミナミマグロの成長の長期変化．p.18.

平松一彦 (1998): SPR 型資源管理の問題点．p.26.

石田行正・伊藤外夫・安間　元・目黒敏美・山口秀一・梶原善之 (1998): 1997 年の北太平洋におけるさけ・ます資源

の相対豊度と魚体サイズ．p.25.

池田　譲・荒井修亮・坂本　亘・谷津明彦・木所英昭・ Nateewathana, A ・吉田紘二 (1998)： 沿岸性および沖合性

イカ類の平衡石中微量元素の種間比較－生活史特性からの考察－． p.40.

伊藤智幸 (1998): 表中層トロールで採集したカツオ・マグロ型稚魚 1．採集結果と日齢査定．p.38.

北川貴士・中田英昭・木村伸吾・伊藤智幸・辻　祥子・新田　朗 (1998): データ記録型標識で得られたクロマグロ未

成魚の鉛直遊泳行動と生息環境の関係．p.38.

松永浩昌・中野秀樹 (1998): 太平洋のまぐろはえなわで漁獲される外洋性サメ類の種組成と主要種の CPUE．p.26.

宮部尚純・松本隆之・加納義彦 (1998): メバチ成魚の超音波発信機による遊泳行動調査．p.39.

長澤和也 (1998): ネズミザメによるサケマス類の捕食量推定．p.25.

中野秀樹・松永浩昌 (1998): まぐろはえなわで漁獲される外洋性サメ類の資源評価．p.24.

岡村哲朗・張　成年・谷口順彦 (1998): ビンナガのマイクロサテライト DNA 多型における海洋間差．p.22.

高木基裕・岡村哲朗・谷口順彦・張　成年 (1998): 日本近海産クロマグロのマイクロサテライト多型解析．p.22.

辻　祥子 (1998): 表中層トロールで採集したカツオ・マグロ型稚魚 3．胃内容物の検討．p. 39.

吉田英可・木白俊哉・加藤秀弘・張　成年・石井　功・入江正巳 (1998): 日本南西海域に生息する沿岸系ニタリクジ

ラの分子系統的位置．p.35.

2) 平成 10 年度日本水産学会秋季大会講演要旨集



張　成年 (1998): カルモデユリン遺伝子イントロンの多型と集団解析への応用．p.86.

堀江　琢・田中博之・田中　彰 (1998): サメ類における PCB の母体から卵・胎仔への移行．p.125 .

西田　勤・稲垣  正・宮下和士 (1998): ミナミマグロ魚群の遊泳水深について．p.45.

岡本浩明・中村　匡 (1998): アルゴス発信機を用いた東部太平洋におけるウミガメ類の行動追跡．p.49.

高木香織・谷津明彦・北原　武 (1998): 北太平洋産トビイカの平衡石による日齢査定について．p.23.

田中博之 (1998): 日本沖合で採集したカツオにおける多環芳香族炭化水素の蓄積特性．p. 129.

谷津明彦 (1998): 外洋性イカ類．p.204.

3) 日本海洋学会 1998 年春季大会講演要旨集

小林正樹・三枝順子・黒沢則夫・戸田龍樹・川口　創・谷村　篤・田口　哲・福地光男 (1998): ナンキョクオキアミ

の体サイズと消化管内に生息する胞子虫類．p.195.

永延幹男・田中　尊・岡田喜裕・木村典嗣・松村皐月 (1998): 南極ロス海におけるポリニアの追跡．p.16.

渡邊朝生・水野恵介・岡崎　誠 (1998): XCTD 観測試験（まとめ）．p.105.

渡邊朝生・岡崎　誠・水野恵介 (1998): 東北沖の海面水温経年変動．p.275.

4) 日本海洋学会 1998 年秋季大会講演要旨集

瀬川恭平 (1998): 最適内挿法の SeaWiFS 画像への適用．p.227.

5) 第 7 回環境化学討論会講演要旨集

橋本俊次・柴田康行・森田昌敏・田中博之・谷津明彦 (1998): イカ肝臓を指標とした海洋におけるダイオキシン類モ

ニタリング．p.132-133.

堀江　琢・田中博之・田中　彰 (1998): 駿河湾で採取したサメ類における PCB 及び DDE の蓄積．p.14-15.

田中博之・米澤康信 (1998): アカイカ（Ommastrephes bartrami）による PCBs 及び DDE の生物濃縮．p.158-159.

6) 1998 年度水産海洋学会研究発表大会講演要旨集

西村  明・柳本  卓 (1998): 1995 年と 1997 年春季のベーリング海東部大陸棚におけるスケトウダラ仔稚魚の栄養状

態について．p.37.

西村  明・柳本  卓 (1998): 東部ベーリング海スケトウダラ仔魚の分布，成長および生残の年変動．p.38.

7) 国際海洋探査理事会(ICES)年次科学会合講演要旨集

Mori, J., Kubodera, T. and Baba, N. (1998): Squids in the diet of northern fur seals, Callorhinus ursinus, caught in the western

and central North Pacific. ICES CM 1998/M:38, p.176.

Yatsu, A., Mori, J., Watanabe, T., Kamei, Y., Meguro, K. and Sakurai, Y. (1998): Interannual variability in the neon flying squid

abundance and oceanographic conditions in the central North Pacific Ocean during 1979-1997. ICES CM 1998/M:39.
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Takai, N., Onaka, S., Ikeda, Y., Yatsu, A., Kidokoro, H. and Sakamoto, W. (1998)：Biological and geographical variations of

carbon and nitrogen stable isotope ratios of squid. ICES CM 1998/M:12. p.169.

8) 第 49 回まぐろ年次会議講演要旨集

Chow, S., Taniguchi, N., Takagi, M. and Okamura, T. (1998): RFLP and sequencing mtDNA, scnDNA and microsatellite; all

available but which works better for tunas? 49th Annual Tuna Conference. p.21.



Nishida, T., Inagaki, T., Miyashita, K. and Kishino, H. (1998): Estimation of southern bluefin tuna recruitment off Esperance in

Western Australia based on the sonar information. 49th Annual Tuna Conference. p.50.

9) その他

岩﨑俊秀・西野弘純・岡村　寛 (1998): 1990 年代の和歌山県いるか追い込み漁業漁獲物の体長組成と性比．日本野生

動物医学会第 4 回大会．p.58.

Kameda, T. and Matsumura, S. (1998): Chlorophyll biomass mapping using ADEOS/OCTS and vertical distribution model. 32nd

Scientific Assembly of COSPAR. p.47.

Kawaguchi, S., de la Mare, W. K., Ichii, T. and Naganobu, M. (1998): Do krill and salps compete? Contrary evidence from the

krill fisheries. 7th SCAR International Biology Symposium, New Zealand Natural Sciences, 23 (suppl.): 95.

Matsumura, S. (1998): How satellite observation contribute to fisheries management for conservation and sustainable use of

marine living resources. International Conference on Satellite, Oceanography and Society. p.72.

Nagasawa, K. (1998): Nematodes of the genus Contracaecum (Ascaridoidea: Anisakidae) in Japan: a review. Contracaecum

Forum in Sapporo. p.7.

Nagasawa, K. and Awakura，T. (1998): The anisakid nematode Contracaecum osculatum parasitic in gadid fishes of Japan.

Contracaecum Forum in Sapporo. p.8.

中野秀樹 (1998)：マグロを巡る国際関係．平成 10 年度第 2 回しずおか県民カレッジ講演．

Nakano, H. (1998): By-catch problems of Fisheries. Proc. Symp. Marine Fisheries Beyond the Year 2000 - Sustainable

Utilization of Fisheries Resources, 3, 7 p., National Taiwan Ocean Univ.

Nishida, T., Itoh, K. and Lyne, V. (1998): Development of marine GIS and its application to fisheries oceanography. 12th Annual

Symposium of Geographic Information Systems, p.406.

Uchida, A., Araki, J., Yuzu, S., Nagasawa, K., Kishikawa, S., Kuramochi, T. and Machida, M. (1998): Histopathology of parasitic

infections in minke whales (Balaenoptera acutorostrata) from the western North Pacific Ocean and southern Sea of

Okhotsk. 9th International Congress of Parasitology. Parasitol. Intern., 47 (suppl.): 354.

国際会議提出文書

1) 第 50 回国際捕鯨委員会(IWC) 科学委員会(SC)

Fujise, Y., Zenitani, R. and Kato, H. (1998): An examination of the W-stock hypothesis for North Pacific minke whales, with

special reference to some biological parameters using data collected from Japan surveys from 1994 to 1997. SC/50/RMP12.

14 p.

Kato, H. and Iwasaki, T. (1998): Japan progress report on cetacean research May 1997 to March 1998. SC/50/ProgRep.Japan.

13p.

Kato, H. and Miyashita, T. (1998): Current status of the North Pacific sperm whales and its preliminary abundance estimate.

SC/50/CAWS2. 8p.

Kato, H. and Komiya, Y. K. (1998): Surfacing behavior of pygmy blue whales from analyses on video-sequences obtained

through 1995/96 JAPAN/IWC and 1996/1997 IWC/SOWER blue whale cruises. SC/50/CAWS1. 11p.

Kishiro, T. (1998): Further analyses on the mark-recapture data of the mark-recapture data of the western North Pacific Bryde’s

whales by a unit of five degree square latitude-longline. SC/50/RMP18. 13p.

Miyashita, T. (1998): Japanese sighting surveys for the western North Pacific minke whale in 1998. SC/50/RMP4. 19p.

Miyashita, T. and Shimada, H. (1998): Japanese sighting surveys for the western North Pacific Bryde’s whale in 1998.



SC/50/RMP5. 15p.

Okamura, H., Miyashita, T. and Shimada, H. (1998): The preliminary GLM analysis of Bryde’s whale sighting data in the

western North Pacific. SC/50/RMP16. 10p.

Shimada, H. and Kato, H. (1998): Proposal of research plan of the 1998/99 IWC/SOWER/Antarctic cruise with incorporating

blue whale survey components. SC/50/CAWS3. 7p.

Shimada, H., Watanabe, T., Mizuno, K., and Kato. H. (1998): Oceanographic data records by CTD and XBT collected under the

IWC/SOWER/Blue whale cruise through 1995/96 to 1997/98. SC/50/E3. 6p.

Yoshida, H. Kishiro, T. and Kato, H. (1998): A list of frozen tissue samples of minke whales from the past Japanese whaling

operations in the Antarctic, possessed by the National Research Institute of Far Seas Fisheries. SC/50/RMP6. 2p.

2) 国際捕鯨委員会(IWC)セミクジラ特別会議

Brownell, R. L., Clapham, P. J., Miyashita, T. and Kasuya, T. (1998): Conservation status of North Pacific right whales.

SC/M98/RW10. 31p.

Miyashita, T. and Kato, H. (1998): Recent data on the status of right whales in the NW Pacific Ocean. SC/M98/RW11. 15p.

3) 第 4回みなみまぐろ保存委員会（CCSBT)生態系関連種作業部会(ERSWG)

Itoh, T. and Ichii, T. (1998): A record of krill, Euphausia longirostris, found in stomach of southern bluefin tuna caught off South

Africa. CCSBT-ERS9806/13. 3p.

Okazaki, M. (1998): Hooking time and depth of longline-caught southern bluefin tuna observed by micro-BT. CCSBT-

ERS9806/10. 6p.

Satani, M. and Uozumi, Y. (1998): Sinking movement of a hook of tuna longline immediately after shooting observed by small

time-depth recorder. CCSBT-ERS9806/12. 9p.

Takeuchi, Y. (1998): Estimation of incidental seabird take of Japanese southern bluefin tuna longline fishery in high seas in

1995-1997. CCSBT-ERS/9806/8. 9p.

Takeuchi, Y. (1998): Influence of Tori-pole on incidental catch-rate of seabird by Japanese southern bluefin tuna longline fishery

in high seas. CCSBT-ERS/9806/9. 5p.

Uozumi, Y. (1998): Review of Japanese RTMP observer program in the high seas waters in 1996-1997 fishing years. CCSBT-

ERS9806/7. 12p.

4) 第 4 回みなみまぐろ保存委員会(CCSBT)第 1 回資源評価作業部会(SAG)

Hiramatsu, K. (1998): Comments on a robust fitting procedure for the Beverton-Holt stock-recruitment curve. CCSBT-

SC/9807/22. 6p.

Hiramatsu, K. (1998): Review of estimates of tag reporting rates and mortality rates for southern bluefin tuna from tagging

experiments. CCSBT-SC/9807/23. 9p.

Ito, T., Nishida, T. and Tsuji, S. (1998): Southern bluefin tuna catch by Japan–1998. CCSBT-SC/98-7/15. 21p. CCSBT-

SC/9807/30. 26p.

National Research Institute of Far Seas Fisheries (1998): Pilot plan for experimental fishing programme for southern bluefin tuna.

CCSBT/SC/9807/30. 26p.

National Research Institute of Far Seas Fisheries (1998): Report on1996 research cruise of the R/V Shoyo-maru - The research in

southern bluefin tuna spawning ground, December 1996-March 1997. CCSBT/SC/9807/Inf.4. 218p.

Nishida, T. (1998): Observation of SBT catch monitoring survey conducted by CRIRO/BPPL (RIMF) in Benoa fishing port, Bali,



Indonesia. CCSBT/SC/9807/14. 11p.+appendix.

Nishida, T. (1998): Comparisons of abundance indices estimated between Japan and Australia based on the coarse scale Japanese

longline catch and effort data. CCSBT/SC9807/32. 8p.

Nishida, T. and Miyashita, K. (1998): Estimation of southern bluefin tuna (Thunnus maccoyii) recruitment (Age 1) off Esperance

in Western Australia based on the sonar information (1996-1998). CCSBT/SC/9807/26. 15p.

Nishida, T. and Tsuji, S. (1998): Estimation of abundance indices of southern bluefin tuna (Thunnus maccoyii) based on the

coarse scale Japanese longline fisheries data (1969-97). CCSBT/SC9807/13. 26p.

Preece, A. and Takeuchi, Y. (1998): Verification document submitted to the CCSBT on 1/4/98. CCSBT/SC/9807/Inf.5. 5p.

Shono, H. (1998): A method of the weight determination by ABIC. CCSBT-SC/9807/35. 3p.

Tsuji, S. (1998): Description of the current process of data preparation and stock assessment. CCSBT-SC/9807/24. 32p.

Tsuji, S. (1998): Progress in the development of a routine sampling and age estimation program. CCSBT-SC/9807/25. 13p.

Tsuji, S. and Takeuchi, Y. (1998): Stock assessment and future projection of southern bluefin tuna. CCSBT/SC9807/27. 94p.

5) 第 10 回ミナミマグロ幼魚加入量モニタリング調査ワークショップ

Kemps, H., Totterdell, J. A., Howard, G.. S. and Nishida, T. (1998): Analysis on the diet feeding ecology of juvenile SBT in

relation to the southern coastal waters of Western Australia. RMWS/98/19. 10p.

Kemps, H., Totterdell, J. A., Howard, G.. S. and Nishida, T. (1998): Dietry comparisons between southern bluefin tuna, Thunnus

maccoyii, of different sizes and from different locations - with suggestions and a rational for future work. RMWS/98/19.

4p.

Miyashita, K., Nishida, T. and Hamano, A. (1998): Acoustical estimation of the school density of juvenile southern bluefin tuna

(Thunnus maccoyii) using a split-beam quantitative echo sounder system in Western Australia: Evaluation of sonar

specialist’s estimations. RMWS/98/15. 7p.

Miyashita, K., Nishida, T. and Hamano, A. (1998): In situ TS measurements of live juvenile southern bluefin tuna (Thunnus

maccoyii) using the cage method. RMWS98/14. 6 p.

National Research Institute of Far Seas Fisheries (1998): Proposal of the 1999 SBT acoustic survey. RMWS/98/21. 6p.

Nishida, T. and Miyashita, K. (1998): Estimation of southern bluefin tuna (Thunnus maccoyii) recruitment (Age 1) off Esperance

in Western Australia based on the sonar information (1996- 1998). RMWS/98/17. 16p.

Nishida, T., Lyne, V. and Itoh, K. (1998)：Factors affecting movements and formations of juvenile SBT schools in the acoustic

survey area in WA (I). RMWS/98/22. 23p.

Ohno,T., Ochi, Y. and Nishida, T. (1998): Summary on southern bluefin tuna recruitment monitoring survey (1997/98)(Fisheries

Agency of Japan). RMWS/98/13. 132p.

Robins, J. and Nishida, T. (1998): Consideration of the migration route of juvenile SBT based on the results of the tagging

experiments conducted in the waters off WA during 1960’s-70’s (a brief note to consider juvenile SBT movements around

the acoustic survey area). RMWS/98/20. 6p.
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3.31‐4.11

4.7‐9

4.9‐10

4.14‐20

4.15-18

4.22‐27

4.26‐5.11

5.10‐17

5.11‐15

5.12‐15

5.17‐23

5.24‐30

5.25‐26

5.25‐28

5.27‐6.8

6.1‐9.1

6.9

6.9‐14

6.14‐29

6.22‐24

6.24‐26

7.4‐15

7.17

7.23‐31

8.3‐7

8.8‐23

西田

加藤

嶋津,鈴木(治),辻,竹内

竹内

鈴木(治)

鈴木(治),中野

嶋津,川原,加藤,宮下,岡

村

宮部,岡本(浩)

魚住

加藤

西田,張

松永

嶋津,鈴木(治),辻,平松

中野

鈴木(治),宮部,庄野

中野

鈴木(治),魚住,竹内

宮部

永延

石塚

鈴木(治)

加藤

亀田

嶋津,石塚,鈴木(治),平

松,辻,西田,宮部,岡本

(浩),張,松本,池原,魚住,

余川,魚�,竹内,庄野

嶋津,鈴木(治),石塚,辻

永延,一井

第12回GIS国際会議及び第1回水産分野におけるGIS

国際シンポジウム

北太平洋捕獲調査計画会議

CCSBT 1998年の資源評価手順に関する会議

海亀及び海鳥の混獲数推定のための統計手法に関

するワ－クショップ

FAO漁獲能力管理のためのTWG

FAOサメ専門家会議

第50回IWC年次会議科学委員会

表層漁業からの資源量指数推定に関するワ－クショッ

プ

予防措置に関するワ－クショップ

第50回IWC年次会議技術委員会

第49回世界マグロ会議

CITES動物委員会

ミナミマグロ調査漁獲計画に関する科学者会議

シンポジウム ｢漁業混獲防止と資源の永続利用｣

SCTB中西部太平洋まぐろ類資源会議

北太平洋におけるヨシキリザメの個体変動に関す

る協同研究

CCSBT生態学的関連種作業部会

IATTC年次会議

CCAMRワ－クショップ

MHLC第3回会合

MHLC第3回会合

カリブ海鯨類研究協議会

第32回宇宙空間科学COSPAR総会

CCSBT資源評価会議

CCSBT科学委員会

CCAMLR生態系作業部会

トロント (加) ,シアトル (米)

下関

清水

ハワイ (米)

ラホヤ (米)

東京

マスカット (オマ－ン)

マイアミ (米)

マイアミ (米)

マスカット (オマ－ン)

レイクアロ－ヘッド (米)

カラカス (ベネセズエラ)

東京

台湾

ハワイ (米)

ハワイ (米)

東京

ラホヤ (米)

ラホヤ (米)

東京

東京

カストリ－ (セントルシア)

他

名古屋

清水

東京

コチン (印)

国際会議の記録
期間 氏 名 用 務 出張先
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8.15‐23

8.24‐28

9.1‐7

9.4‐20

9.6‐25

9.12‐19

9.13‐20

9.21‐28

9.25‐10.8

4.1‐6

4.2‐3

4.3

4.3‐4

4.4‐7

4.14

4.15

4.17

5.12

5.13‐14

5.22

5.22‐23

5.23‐24

5.25‐26

6.3‐5

6.8

6.12

6.15‐16

6.17‐19

6.30

6.30‐7.1

松村

長澤

西村

川原

鈴木(治),宮部,竹内

辻,西田

谷津,森

木白

西田

長澤,平松,西村,柳本,石

田,魚住,辻,中野,張,松

永,池原,松本,谷津,吉田

西村

嶋津,川原,加藤,宮下

鈴木(治),宮部

松村,渡邊(朝),岡崎,亀

田,永延,東屋

宮地

柳本

嶋津,川原,加藤,宮下,平

松,島田,岩崎,一井,木白,

岡村

松村,一井

稲掛,田所

魚�
馬場

岩�
吉田

田中

嶋津,加藤,宮下,平松,島

田,岩崎,木白,岡村,吉田

加藤,岩�,馬場

馬場

長澤,石田

庄野

馬場

国際衛星海洋学会議

国際寄生虫会議

ベ－リング公海スケトウダラ条約科学技術会合

第20回NAFO年次会議

GFCM・ICCATクロマグロ作業部会

第10回ミナミマグロ加入量モニタリング調査ワ－

クショップ

ICES年次会議シンポジウム

シャチ生態調査

マレ－シア周辺の小型マグロ音響調査､ デ－タ解

析の指導

平成10年度日本水産学会春季学会

北太平洋公海底魚資源総合調査委託事業検討会

IWC/SC対策部会

平成10年度第27回全国水産高等学校実習船職員研

究協議会

平成10年度日本海洋学会春季大会

ウナギ資源・生態研究会

アルゴスJGU会合出席

鯨類資源研究会

国立極地研究所生物医学専門委員会

シンポジウム ｢黒潮親潮移行後の低次生産機構｣

東大海洋研資源解析部門セミナ－

水生生物保存事業検討会

獣医画像診断学会

スナメリ繁殖検討委員会

環境化学討論会

鯨類資源研究会

小型鯨類衛星追跡検討会

水生生物保存事業デ－タ処理検討会

第5回サケマス増殖談話会

東大海洋研資源解析部門セミナ－

日米鰭脚類研究検討会

リスボン (ポルトガル)

千葉

シアトル (米)

リスボン (ポルトガル)

ジェノア (伊)

ホバ－ト (豪)

リスボン (ポルトガル)

シアトル (米)

クアラ・テレンガヌ (マ－レ

シア)

東京

東京

東京

京都

横浜

東京

東京

東京

東京

東京

東京

東京

藤沢

鳥羽

京都

東京

沼津

京都

札幌

東京

東京

学会・研究会
期間 氏 名 用 務 出張先
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7.7‐8

7.9

7.21

7.31

8.12

8.14

8.20

8.23‐25

8.26‐27

8.28‐31

9.1

9.18

9.18

9.21

9.22

9.23‐27

9.26‐28

9.28

9.29

9.29‐30

4.21‐24

5.25‐28

7.31

4.8

4.12‐13

4.15‐16

4.15‐17

5.20

5.22

6.2‐4

稲掛

宮下,島田

加藤,宮下,平松,島田,木

白,岡村,吉田

松村,瀬川

松村

張

嶋津,川原,加藤

岩�
松永

西村,柳本

辻,西田,庄野

嶋津,川原,平松,木白,岡

村,稲掛,吉田

加藤

西田

長澤

西田,張,岡本(浩),池原,

谷津,田中

瀬川,亀田

渡邊(朝)

嶋津,松村

渡邊(朝)

福島

石塚

田中,渡邊(朝),岡崎,亀

田

嶋津

鈴木(治),辻,平松

嶋津

松村

川原

染木

嶋津

ARGO working group

北太平洋鯨類目視調査講習会

鯨類資源研究会

海洋生態系システム研究会

衛星デ－タ高度解析システム検討会

まぐろ類の簡便・迅速種判別システム開発事業

第1回技術委員会

北太平洋ミンククジラ捕獲調査運営協議会/専門部

会

第４回野生動物医学会

三崎遠洋漁業研究会

水産海洋学会

ミナミマグロ加入量モニタリング調査検討会

鯨類資源研究会

鯨回遊追跡システム検討会

水中探査方式技術開発検討会

プロ研 ｢亜寒帯循環｣ 二酸化炭素検討会

平成10年度日本水産学会秋季大会

平成10年度日本海洋学会秋季大会

ARGO working group

平成10年度日本海洋学会秋季大会シンポジウム

シンポジウム ｢トライアングル98｣

平成10年度農水省新規採用者研修

管理職研修

照洋丸オ－トアナライザ－研修

港湾機関長会議

ミナミマグロ調査漁獲検討会議

所長懇談会,所長会議

企画連絡室長懇談会,企画連絡室長会議

JICA水産協力委員会

任用担当者会議

所長懇談会,所長会議, 場長・所長懇,全場所長会

議

東京

所内

東京

東京

東京

東京

東京

札幌

三浦

函館

東京

東京

東京

東京

横浜

函館

京都

京都

京都

京都

岡崎

東京,つくば

東京

清水

東京

東京

東京

東京

名古屋

東京

研修会
期間 氏 名 用 務 出張先

職員の主な動き
期間 氏 名 用 務 出張先
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6.15‐17

6.25

7.8

7.10

7.10

7.13

7.14

7.14‐16

7.22

8.3‐5

8.5

8.12

8.26‐28

9.11

9.24‐25

西川

白鳥

嶋津

長澤

岡本(大)

嶋津,鈴木(治),辻

松村,辻,西田,岡本(浩),

田中,渡邊(朝),岡崎

持田,山村

嶋津

谷津,平松

坂井

坂井

白鳥,鈴木(宏),久保田,

若林,望月,杉坂

加藤,岩�
嶋津

かつお予報会議

中部地区健康安全管理担当者研修会

港湾機関長会議

企画連絡科長会議

所属所共済組合事務担当者会議

ミナミマグロ調査漁獲計画連絡会議

照洋丸テスト航海総括会議

水産庁研究所課長懇談会

所長懇談会

平成10年度全国資源評価会議/資源評価作業部会

静岡地区官庁施設保全連絡会議

国有財産事務担当者会議

水産庁研究所庶務・会計事務担当者会議

小型鯨類担当者会議

全場所長会議, 水産庁研究所長会議

塩釜

名古屋

清水

東京

東京

東京

東京

新潟

東京

横浜

静岡

静岡

横浜

東京

東京

4.11‐4.24

5.7‐6.19

7.3‐8.11

4.4‐5.1

4.11‐4.18

4.17‐5.8

4.21‐5.18

4.30‐5.3

4.30‐6.11

5.7‐6.3

5.24‐6.18

5.28‐6.26

清田

伊藤

岩�,岡村

馬場

吉田

石田,上野

余川

木白

谷津

塩本,亀田

川原

森

海産哺乳類動物の食性と餌生物の分布に関する

調査

クロマグロ産卵場調査

ツチクジラ目視調査

平成10年度鰭脚類と海洋廃器物調査

沖縄周辺海域におけるジュゴンに対する飛行機

目視調査

日ロ共同調査

北太平洋メカジキ分布調査

沿岸小型捕鯨生物調査及び監視

アカイカ資源調査

黒潮域ならびに東シナ海漁場に関する基礎生産

力と新生産力調査

北ミンク捕獲調査

東北沖合域の海洋物理・生物調査

常磐沖

南西諸島海域

伊豆沖～金華山沖,

塩釜～清水

三陸沖

那覇

日本海

小笠原・伊豆諸島沖

和歌山県太地

北太平洋

東シナ海

西部北太平洋

北太平洋

第38歓喜丸

若竹丸

たいけい

若鳥丸

開洋丸

日新丸

若鷹丸

フィールド調査
俊鷹丸

調査期間 調査名 氏名 海域

その他

期間 調査名 氏名 海域 船 舶 名
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6.1‐14

6.1‐7.6

6.9‐7.24

6.16‐6.21

6.22‐6.27

6.22‐8.17

6.25‐7.21

6.30‐7.11

6.30‐7.6

7.2‐8.4

7.11‐9.9

7.27‐9.27

7.27‐8/1

7.28‐8.7

7.29‐9.29

8.3‐9.18

8.23‐27

8.26‐30

8.31‐9.13

9.30‐10.12

9.30‐10.30

4.30

5.14

6.16

7.17

9.11

9.30

6.22

6.23

7.10

木白

西田,辻,岡本(浩),

田中,渡邊(朝),

岡崎,佐々木,松

本,魚�,田中,山

村

上野

加藤,木白

加藤,木白

清田

石田

木白

吉田

松永

伊藤

島田

木白,森

岩�
宮下

田中,渡邊(朝),

岡崎

柳本

吉田

吉田

岩�
岡崎,森

沿岸小型捕鯨生物調査及び監視

海上試験

日米共同さけ・ます調査

土佐湾沿岸性鯨類一斉調査

野間池沖沿岸性鯨類一斉調査

日米共同おっとせい繁殖島調査(セントポ－ル

島)

さけ・ます調査

沿岸小型捕鯨生物調査及び監視

沿岸小型捕鯨生物調査及び監視

北西太平洋メカジキ分布調査

ミナミマグロ調査漁獲のオブザ－バ－乗船調査

監視及び西部北太平洋鯨類目視調査

ツチクジラ胃内物調査

人道的捕殺調査

オホ－ツク海鯨類目視調査

北太平洋アカイカ資源調査

開洋丸計量魚探作動確認

九州天草沖ハンドウイルカ共同調査

小型捕鯨生物調査及び監視

いるか漁業漁獲物調査

北太平洋中部亜寒帯域におけるアカイカ初期生

活史調査

和歌山県太地

駿河湾,伊豆海嶺東

方,相模湾

中部太平洋,ベ－リ

ング海

高知県西方

鹿児島県笠沙

アラスカ (米)

西部北太平洋

宮城県鮎川

千葉県和田浦

北西太平洋

インド洋南東海域

西部北太平洋

千葉県和田浦

常磐沖～鮎川沖

オホ－ツク海

中部北太平洋

金華山沖

天草沖

網走

和歌山県太地

中部北太平洋～ホノ

ルル

照洋丸

若竹丸

北光丸

たいけい

十勝丸

第11利丸

第28大勝丸

第２昭南丸

照洋丸

開洋丸

開洋丸

談話会
期間 氏 名 談 話 名

カナダブリティッシュコロンビア大学 Ramon

Bonfil

豪州ビクトリア漁業研究所 Terry Walker

米国オックスフォード研究所所長 Kilho Park

佐々木,岡本(浩),田中,渡邊(朝)

カルガリ－大学理学部生物学科名誉教授 Mary

Needler Arai

西村,柳本馬場,石田,長澤

静岡県立清水南高等学校 (42名)

静岡県立清水南高等学校 (41名)

研究所一般公開 (520名)

サメ類に応用される資源評価モデルのモンテカル

ロ解析

南オ－ストラリアのサメ漁業におけるホシザメの

個体群動態

北太平洋の海洋環境

新照洋丸の船主海上試験を終えて

表層性クラゲ類の食物連鎖関係,特に魚類による

捕食について

北洋研究の過去,現在,未来

所内見学
期日 団 体 名 (人数)
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主な来所者及び行事
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4.7

4.7

4.8

4.13

4.13-15

4.14

4.21

5.6

5.15

5.26

5.27

6.8

6.11

6.15

6.18

6.13‐14

7.1

7.1

7.6

7.10

7.15-16

7.30-31

8.21

9.3

9.7-9

9.9

9.9‐11

9.10-11

9.24

9.28

ミナミマグロ調査漁獲計画連絡会議

センター評価システムに関する打合せ

衛星データ水産実利用打合せ

イカ類資源生物学の情報収集

魚類標本調査

表敬訪問及び用船調査打合せ

表敬訪問

表敬訪問及び用船調査打合せ

物品定期検査

表敬訪問

照洋丸テスト航海打合せ

事務打合せ

CCAMLR打合せ

表敬訪問

第６回調査漁獲計画 (EFP) 定期連絡会

議

日本・ペルー共同エルニーニョ調査に関

する打合せ

ミナミマグロ調査漁獲に関する講習会

施設整備打合せ

照洋丸との交流会

マダイの資源評価モデルに関する研究打

合せ

研究所一般公開

照洋丸で収集した海水試料の分析

ペルー沖エルニーニョ調査打合せ

施設見学

調査漁獲計画(EFP)定期連絡会議

研究打合せ

視察

大臣官房会計事務監査事前打合せ

大臣官房会計事務監査

業務打合せ

まぐろ研究に関する打合せ

水産庁漁政部国際課・小松漁業交渉官他３名

海洋水産資源開発センター・富岡企画課長

宇宙開発事業団・山脇開発部員､ 茨城県水試・二平主任研

究官

台湾大学・Chih-Shin Chen氏

国立科学博物館・松浦他３名

北海道実習船管理局・局長・高橋総務課長

海洋水産資源開発センター・中山開発部長他１名

北海道実習船管理局・次長・業務課長

水産庁漁政部漁政課用度班・小村課長補佐

静岡県水産試験場漁業開発部・野矢部長

水産庁照洋丸・澤田石次席一等航海士

水産庁資源生産推進部研究指導課・垣谷総括総務班長

水産庁国際課企画班・武田係長他５名

食品総合研究所・谷口所長他４名

水産庁漁政部・石田審議官他７名

(社) 日本トロール底魚協会・吉田専務

海洋水産資源開発センター・田淵調査役他調査員他11名

建設省静岡営繕工事事務所・武田営繕監督官他２名

水産庁照洋丸・菊池船長他32名

鹿児島県水産試験場・塩満場長他２名

環境庁国立環境研究所環境研修センター・渡辺

(社) 日本トロール底魚協会・金丸顧問

仙台漁業調整事務所・初瀬漁業監督官他２名

水産庁漁政部国際課・小松漁業交渉官他４名

フィンランド・Abo Academy・Hans-Peter Fagerholm博士

スリランカ・Mahind Rajapaksa漁業・水産資源開発大臣他

中央水産研究所会計課・菅原主計係長

大臣官房経理課・森川他２名, 水産庁研究指導課松本

北海道区水産研究所資源管理部・小林部長

中央水産研究所経営経済部・多田主任研究官

期日 目的及び行事 来所者 (所属含む)
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退職(10.6.1)

(総務部長)

技 野村 眞郷

転入(10.6.1)

総務部長

(水産庁資源生産推進部研究指導課課長補佐)

事 垣谷 �夫

転出(10.10.1)

水産工学研究所庶務課課長補佐

(総務部庶務課庶務係長)

事 白鳥 高志

北海道区水産研究所国際海洋資源研究官

(北洋資源部さけます研究室長)

技 石田 行正

北海道区水産研究所亜寒帯漁業資源部底魚生態研究室長

(北洋資源部北洋底魚研究室長)

技 西村 明

東北区水産研究所八戸支所主任研究官

(北洋資源部さけます研究室主任研究官)

技 上野 康弘

北海道区水産研究所亜寒帯漁業資源部底魚生態研究室

(北洋資源部北洋底魚研究室研究員)

技 柳本 卓

転入(10.10.1)

総務部会計課会計係長

(北海道区水産研究所企画連絡室情報係長)

事 増田 芳男

近海かつお・まぐろ資源部かつお研究室長

(東北区水産研究所資源管理部浮魚資源第二研究室長)

技 小倉 未基

近海かつお・まぐろ資源部まぐろ研究室長

(西海区水産研究所資源管理部生態系研究室長)

技 山田 陽巳

近海かつお・まぐろ資源部かつお研究室

(東北区水産研究所資源管理部浮魚資源第二研究室)

技 田邉 智唯

近海かつお・まぐろ資源部まぐろ研究室

(東北区水産研究所資源管理部浮魚資源第二研究室)

技 杉崎 未緒

所内配置換(10.10.1)

近海かつお・まぐろ資源部長

(北洋資源部長)

技 石塚 吉生

国際資源管理研究官

(浮魚資源部まぐろ生態研究室長)

技 魚住 雄二

国際海洋生物研究官

(北洋資源部おっとせい研究室長)

技 馬場 徳寿

総務部庶務課庶務係長

(総務部会計課会計係長)

事 鈴木 宏一

浮魚資源部混獲生物研究室長

(浮魚資源部かつお・まぐろ調査研究室長)

技 中野 秀樹

浮魚資源部数理解析研究室長

(北洋資源部生態系研究室主任研究官)

技 平松 一彦

外洋資源部鯨類管理研究室長

(外洋資源部小型鯨類研究室長)

技 宮下 富夫

外洋資源部鯨類生態研究室長

(外洋資源部大型鯨類研究室長)

技 加藤 秀弘

浮魚資源部温帯性まぐろ研究室主任研究官

(浮魚資源部かつお・まぐろ調査研究室主任研究官)

技 西川 康夫

浮魚資源部温帯性まぐろ研究室主任研究官

(浮魚資源部熱帯性まぐろ研究室主任研究官)

技 西田 勤

浮魚資源部混獲生物研究室主任研究官

(浮魚資源部まぐろ生態研究室主任研究官)

技 松永 浩昌

浮魚資源部混獲生物研究室主任研究官

(北洋資源部おっとせい研究室主任研究官)

技 清田 雅史

近海かつお・まぐろ資源部まぐろ研究室主任研究官

(外洋資源部外洋いか研究室主任研究官)

技 余川浩太郎
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外洋資源部鯨類管理研究室主任研究官

(外洋資源部大型鯨類研究室主任研究官)

技 島田 裕之

外洋資源部鯨類生態研究室主任研究官

(外洋資源部小型鯨類研究室主任研究官)

技 岩� 俊秀

外洋資源部鯨類生態研究室主任研究官

(外洋資源部大型鯨類研究室主任研究官)

技 木白 俊哉

浮魚資源部熱帯性まぐろ研究室研究員

(浮魚資源部温帯性まぐろ研究室研究員)

技 松本 隆之

浮魚資源部数理解析研究室研究員

(浮魚資源部温帯性まぐろ研究室研究員)

技 竹内 幸夫

浮魚資源部数理解析研究室研究員

(浮魚資源部まぐろ生態研究室研究員)

技 庄野 宏

近海かつお・まぐろ資源部かつお研究室研究員

(浮魚資源部まぐろ生態研究室研究員)

技 魚� 浩司

外洋資源部鯨類管理研究室研究員

(外洋資源部小型鯨類研究室研究員)

技 岡村 寛
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小倉 未基 宮下 富夫

亀田 卓彦 戸石 清二

それでも地球は動いている
(編集後記)

巻頭にも述べられているように, 水産庁研究所の組織
改正が行われ, それに伴い当所の研究基本計画も改正さ
れることになった｡ 基本計画改正作業は､ 組織改正作業
が一段落していた平成9年11月の企画連絡室長会議から
動き出していた｡ 当所において全所的な作業を始めたの
は平成10年2月4日に各研究部長宛作業依頼文書を発送し
てからである｡
その後数多くの会合が持たれ, 数多くの文書が企連室と
各研究部あるいは研究指導課や他水研との間でやり取り
され, 9月14日に研究基本計画最終案が技術会議に提出
されるにいたった｡ その後は各研究部レベルで小課題設
定の作業が続いている｡

その一年前は組織改正で明け暮れていて, 今年前半は
基本計画作成で明け暮れていたことになる｡ 前号でも触
れたが, 更に農林水産技術会議によるレビューもスケジュー
ルに入ってきた｡
一連の作業を進める上でどうしても気になることがいく
つか出てきた｡ そしてそれは現代社会の風潮と連動して
おり, いくつかの気になる点はそれぞれ関連し影響しあっ
ているのではないかと思うに至っている｡
気になった最大の点は若手・中堅研究者の議論に対する
消極性である｡ 彼らには ｢水産学や海洋学の研究のため
に研究者になったのだ, つまらん事務作業は企連室や部
長でやってもらいたい, 我々は研究成果を上げるのが目
的である｣ との言い分はあったのだろう｡ つまらん事務
作業であるならばそれも正しい｡ 日々の国際会議対応に
終われて余計なことに時間を割いている暇は無いとの言
い分も分からないではない｡

だが, 研究計画を立てるのは研究者のスタート点では
ないだろうか｡ 本号でもいくつかの研究トピックスが紹
介されているように, 個々の研究テーマでそれぞれ成果
があがっていることは否定しない｡ しかし, 個々の成果

を十分生かすためには組織立った計画が役に立つことも
事実である｡ 立派な研究者は ｢あなたは何故その仕事を
しているのですか, どのような役割を果たしているので
すか？｣ と聞かれた時, 大所高所からその重要性を論じ
た後に現在自分が専門としている内容に帰結するもので
ある｡ 組織的に仕事をするのが水研の特徴だとすれば,
基本計画はそれに該当する筈である｡

基本計画作りに無関心な理由の一つに, ｢基本計画が
なくても研究はできるし今までもしてきた, 今までだっ
て手にしたことはない｣ というのがあるだろう｡ 組織改
正問題にしても, 遠洋水研が解体されるかもしれない雰
囲気だった時期 (平成8年) には熱気にあふれた全所会
議が開かれていた｡ しかし, 骨子が決まり移転対象とな
らない部署が決まったとたんに, 組織改正の熱は冷めて
しまったように見えた｡

組織がどうあろうが基本計画がどうあろうが, 自分に
影響がないとの考えが強いのだろうか, それだけでもな
さそうである｡ 最終案が出てきて初めて自分との利害関
係があるや無しやをチェックし始める人は多かった｡ そ
の期に及んでの意見提出は, 甘えの構造を助長するかも
しれないと躊躇しながらもなるべく受け入れてきた｡

研究者が無関心なもう一つの理由に, 研究者の創造性
が生かされないシステムが挙げられようか｡ 前例と横並
びが最優先される世界と, 独自性を強調すべき研究者の
世界とが相反していることも確かである｡ 水産庁や技術
会議の指導体制も, 微に入り細にわたり繰り返しチェッ
クするシステムになっている｡ 彼らが研究組織と研究者
を殺さないために日夜努力を払っていることを十分理解
している上での感想だが, やはり研究者の甘えを助長す
ることに繋がってないだろうか｡

身分と研究費が何らかの形で保証されている現在の状
況下では, 研究者は周りの暖かい(？)組織に守られて,
わがままも言いつつすくすくと育っていくだろう｡ しか
し研究機関のビッグバンが近くやってくる｡ これに耐え
る力を我々はもっているだろうか？

(企画連絡室長 松村皐月)
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